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    平成23年9月の紀伊半島大水害（台風

12号）は、県の中南部を中心に豪雨が長

時間にわたったことから、総雨量が

1,500mmを超えた地域もあり、山腹崩壊等

の山地災害や林野関係施設の被災など、

県内各地に甚大な被害をもたらしました。 

 このため、県では、治山激甚災害対策特

別緊急事業や治山施設災害復旧事業、林

道施設災害復旧事業、自然公園等施設災

害復旧事業などにより、平成26年3月末の

全箇所復旧完了を目指して取り組んできま

したが、平成25年9月の台風18号による下

方道路復旧工事の遅れ等により、一部箇

所で繰越となりました。 

 なお、繰越箇所は平成26年12月に完成

する予定です。 

Ⅰ 紀伊半島大水害での林野関係の被害と復旧について 

渓流の被災状況（熊野市桑瀬谷）   渓流の復旧状況（熊野市桑瀬谷） 

林道持山線の被災状況（大台町） 

復旧状況 
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区 分 計画箇所数 完成箇所数 完成率 

治山関係  ６８箇所 ６８箇所  １００％ 

林道関係 ２７１箇所 ２６６箇所  ９８％   

自然公園関係   ２箇所   ２箇所  １００％   

計 ３４１箇所 ３３６箇所  ９９％   

林道持山線の復旧状況（大台町） 



１ 税制度の広報活動と理解促進 

平成26年4月に導入する「みえ森と緑の県

民税」の円滑な導入に向け、ショッピングセ

ンター等での周知活動、地域の集会や会議

室等での説明を実施したほか、新聞、フリー

ペーパー、広報誌、チラシ・ポスター等によ

る紙面による広報並びにテレビ・ラジオによ

る広報等さまざまな媒体を活用し県民の皆

様にご理解いただけるよう周知につとめまし

た。 

 

２ みえ森と緑の県民税の概要 

（１）みえ森と緑の県民税の趣旨 

この税は、県内における災害の発生を踏

まえ、県民の皆さんの安全で安心な暮らしを

確保するために、「災害に強い森林づくり」と

「県民全体で森林を支える社会づくり」を推

進するものです。 

 

（２）「みえ森と緑の県民税」の使いみち 

山崩れや洪水など災害発生のリスクを軽

減するような新たな森林整備を進める施策

と、そのような森林づくりを県民全体で支える

社会をつくるための施策に活用します。 

平成25年度は、平成26年度に県営で実

施を予定している、流木の発生や土砂の流

出を抑制するための森林整備の計画調査

30箇所を行い、事業実施に向けて準備を進

めました。 

（３）市町交付金制度 

 市町が地域の実情に応じて、創意工夫し

て森林づくりの施策を展開していくために必

要な市町交付金制度を創設しました。 

市町交付金事業では、5年間の税収入の

約半分を活用して県民全体で森林を支える

社会づくりの取組を進めていくこととしていま

す。 

平成26年度から、市町が円滑に事業に

取り組めるよう事業説明会やブロック単位、

個別の相談会を実施し、事業の実現に向け

て準備を進めました。 

 

（４）「みえ森と緑の県民税」のしくみ 

 

Ⅱ みえ森と緑の県民税について 
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１ 災害に強い森林づくり 

・土砂を流さない森林整備と伐採木の搬出等による流木の

発生抑制 
・堆積した不安定土砂や流木の撤去による森林内の防災施

設の機能強化 
・荒廃した里山や竹林の再生、人家裏や通学路沿いの森林

整備、水源林など特に重要な森林の公有林化、海岸林の整

備など、地域の実情に応じた身近な森林対策 

２ 県民全体で森林を支える社会づくり 

・小中学校等における森林環境教育の実施、県産材を活用

した小中学校等への机・イスの配布、森林と触れ合う機会

の創出、森林づくり技術者の育成 
・県産材を活用した公共建築物等の木造・木質化、ペレッ

ト等木材のエネルギー等利用促進 
・漂着流木等の回収活動支援や校庭等の緑化  

課税の方法 県民税均等割に上乗せします。 

税額（年額） 

個人：1,000円 

法人：2,000円～80,000円 
※均等割額の10％相当額 

税収規模 
初年度  ８億円 
平年度 １０億５千万円 

導入時期 平成26年4月1日 

使途の明確化 
「みえ森と緑の県民税基金」を創設し、使途 

を明確化します。 

評価制度 

第三者による評価委員会を設置し、税収事 

業についての意見や提案をいただくととも 

に、事業結果についての評価検証を行い、 

結果を県民の皆様に公表します。 

見直し期間 施行後おおむね5年ごとに見直しを行います。 

導入周知ポスター 



林内に放置された間伐材や造材時に発

生する元はね、梢端部などの未利用材を燃

料等として活用することは、地球温暖化防止

などの環境面だけでなく、新たな雇用創出

などによる地域の活性化にもつながります。 

県内での木質バイオマス利用施設は、熱

利用施設が稼働しているものの、採算性等

の問題から大規模施設の建設は難しい状況

となっていました。 

しかし、平成24年7月から、20年にわたり

安定した価格で電気を買い取る「再生可能

エネルギー電気の固定価格買取制度」が始

まり、未利用間伐材を燃料とした木質バイオ

マス発電の採算性が見込めることから、現

在、松阪市で県内初の木質バイオマス発電

所が建設されているほか、多気町や津市で

も木質バイオマス発電所の建設計画が具体

化されるなど、県内で発生する間伐材等の

未利用木材が発電用燃料として使われる期

待が高まっています。 

 

１ 平成26年秋、県内初の木質バイオマス

発電所が稼働 

平成26年11月の営業運転に向け、三重

エネウッド株式会社は、松阪市で木質バイ

オマス発電所（木質バイオマス利用量：

57,000ｔ / 年、送電出力：5,000kw）を建設

中で、9月には試験運転が始まる予定です。 

県は、森林整備加速化・林業再生基金事

業を活用し、平成25年度に発電所建設に対

して15億円の無利子融資を行ったほか、燃

料用チップを供給するウッドピア木質バイオ

マス利用協同組合のチップ製造工場（第2

工場）建設に対しても支援しました。 

 

２ 新たな発電所建設計画 

  平成25年9月24日、中部プラントサー

ビス株式会社は、多気クリスタルタウン工

業団地に木質バイオマス発電所を建設す

る計画であることを発表しました。 

また、バイオマス燃料による発電などを

行う地域を国が支援する「バイオマス産業

都市」に津市が選ばれたことが、平成26

年4月3日に発表され、その中には間伐材

を使った木質バイオマス発電所の建設計

画が盛り込まれています。 

 

３ 木質バイオマスの安定供給に向けて 

このように、県内における木質バイオマス

需要は急激に高まることが予想され、その安

定的な供給が課題となります。 

平成25年2月に設立された「三重県木質

バイオマスエネルギー利用推進協議会」は、

間伐材などの未利用木材の安定供給体制

を構築し、木質バイオマスの有効利用を推

進することを目的としており、この協議会で

は、安定供給体制に必要となる燃料用チッ

プの水分基準などの品質・規格の統一等の

課題について協議することとしています。 

県は、この協議会に参画するとともに、間

伐材などの木質バイオマス供給に向けた普

及・指導を行う「木質バイオマス推進員」の

活動や搬出用機械の導入などについて支

援し、木質バイオマスの安定供給に向けた

取組を進めています。 
 

Ⅲ 木質バイオマスの利用促進について 
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建設中の木質バイオマス発電所(松阪市) 三重県木質バイオマスエネルギー 

利用推進協議会 



。 

○○ 

１ 「WOOD JOB!（ウッジョブ）」について  

映画「WOOD JOB!（ウッジョブ）～神去な

あなあ日常～」【原作：小説「神去なあなあ日

常」（三浦しをん）】 が平成26年5月10日から

全国で上映されました。 

作品は、主人公である高校を卒業したば

かりの都会育ちの青年が、「緑の研修生」と

して、１年間の研修プログラムに参加すること

になり、地元に生きる様々な人との出会いの

中で次第に林業の魅力に気付き成長してい

く様を描いています。  

その舞台となった神去村は、三浦氏の祖

父母の実家があった津市美杉町をモチーフ

にしていることから、美杉町を中心に県内各

地の林業関係者が協力して撮影が行われま

した。 

 

２ 映画に併せた県市の取組について  

映画の製作に向け、プロデューサーが本

県で行われた「緑の雇用」事業の研修に参

加されるなど、撮影開始前に長い時間をか

けて、詳細に森林・林業の取材をされていま

す。この映画を通じて、森林・林業への理

解、木を使うことが森林を良くすること、若者

の林業への参入など、森林・林業の意義や

魅力を情報発信するまたとない機会であるこ

とから、本県は津市など関係機関と連携して

様々な取組を実施しました。 

 

３ 取組概要 

■東京都内におけるＪＲ山手線の鉄道車両 

1編成11車両において、本映画を利用した

車両広告の掲載。「三重で林業をはじめよ

う」「映画の舞台は津市美杉町」 （平成26年

3月25日～4月7日）  

 

■津市美杉地内の「道の駅美杉」隣接地に

おいて、本映画の記念館（神去なあなあ日

常記念館）を期間限定で開館し、館内で森

林・木材利用促進フェアを開催。撮影の際

に使用された「ご神木」や木造住宅構造模

型、林業の今昔を解説したパネル、地元材

で製作された机や椅子などを展示。（平成

26年5月2日～8月31 日までの毎週土曜・ 

日曜・祝日） 

■首都圏営業拠点「三重テラス」で、本映画

のメイキング映像の上映、林業関係のパネ

ルや木工製品の展示をはじめ、ヒノキの箸作

り体験や林業就業・就職相談会等を実施。

（平成26年2月21日、5月10日・11日） 

 

■その他、県産材ＰＲイベントの実施（平成

26年3月1日・2日：イオンモール鈴鹿）、働く

クルマ大集合会場での高性能林業機械の

実演展示（5月3日～6日：鈴鹿サーキット）な

ど。 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 映画「WOOD JOB!（ウッジョブ）」 の取組について 

ＪＲ山手線の車両広告 
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神去なあなあ日常記念館（巨木模型） 



○○ 

 大杉谷登山歩道は、日本三大峡谷の一つ

である「大杉谷峡谷」を通る、三重県大台町

と奈良県大台ヶ原を結ぶ全長14.1ｋｍ、高

低差1,415ｍの登山歩道です。 

この大杉谷登山歩道については、平成16

年9月の台風21号に伴う集中豪雨により、吊

橋などが甚大な被害を受け、通行できない

状況となっていました。 

                          

１ 平成24年度までの取組 

平成20年度から順次、復旧工事を進め、

平成24年度までに登山歩道40箇所の整

備、6箇所の吊橋の補修、4箇所の桁橋の補

修を行いました。また、環境省の直轄事業に

より平等嵓
びょうどうくら

吊橋が完成しました。 

 

２ 平成25年度の取組 

平成25年度については、念願の全線開

通に向けて、残された光
ひかり

滝
だき

付近の崩壊地を

含めた区間の復旧工事を完了し、10年ぶり

に全線14.1ｋｍの通行が可能となりました。 

大杉谷峡谷は、近畿の秘境とも呼ばれて

おり、平成26年4月25日に山開きが行われ

ました。 

今後も引き続き、大杉谷登山歩道を利用

される方々に、安全に大杉谷の雄大な自然

を体験していただけるよう登山歩道の維持

管理を行っていきます。 

 

Ⅴ 大杉谷登山歩道の復旧について 
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七ツ釜滝吊橋 



１ はじめに 

 菰野町は、「菰野町公共建築物等木材利

用方針」に基づき、菰野町立八風中学校武

道場の木造・木質化に取り組みました。 

 また、これまでほとんど利用されてこなかっ

た町内の間伐材を、菰野生産森林組合など

の事業者との連携により、建築用壁材として

利用しましたので紹介します。 

 

２ 木材と意匠 

 菰野町は、平成24年2月に「木材利用方

針」を定め、町内に整備する公共建築物に

率先して木材を利用することにより、環境や

人に配慮した安らぎと潤いのある施設づくり

を進めています。八風中学校は、中学校教

育で必須となった武道の授業に使用するほ

か、卓球や空手など地域の体育振興に寄与

する目的で新築されました。 

 設計は、菰野町で育った木を利用して建

築し、利用者にその良さを伝えるように工夫

しました。設計段階から、製材工場の関係者

とともに間伐する菰野生産森林組合の森林

を調査し、その森林で間伐したサンプル丸

太を製材工場に持ち込み、どのような製品

にするのか試行錯誤を行いました。 

 その結果、幅と厚さが違う板を壁板として

使用することにしました。厚さが違う板を交互

に配置することで、表面に段差ができ、通常

の壁とは異なる意匠性を持たせることができ

ました。また、表面積が増えたことで吸音効

果が増しました。 

 さらに、外観は屋根に高低差をつけたこと

で、木が使われていることがよく見える施設と

なっています。 

 

３ 木材の仕様 

 建物の柱、梁など構造材には、「三重の

木」のスギ集成材を、床材には、表面に無垢

のスギを圧縮して表面硬度を高めたフローリ

ング板を使用するとともに、壁板には、菰野

町産のヒノキの間伐材を使用しています。 

 

４ 施設の概要 

(1)構造          木造 1階建 

(2)建築面積    713.18 m2 

(3)木材使用量     123 m3 

  うち県産材使用量     100 m3 

  うち菰野町産間伐材使用量   3 m3 

(4)事業費         202,988 千円 

(5)補助事業 

 森林・林業・木材産業づくり交付金 

Ⅵ 菰野町立八風中学校武道場の木造・木質化と菰野町産間伐材の利用について 
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八風中学校武道場外観 
壁面 

内観 



森林整備加速化・林業再生基金事業は、

間伐材の搬出量増大と安定供給体制の構

築をめざし、路網の整備、高性能林業機械

の導入等により、搬出間伐を促進するととも

に、間伐材を利用する木材加工、木質バイ

オマス利用施設等の整備を進めています。 

平成25年度においては、間伐647ha、林

内 路 網 48,491m、森 林 境 界 の 明 確 化

1,251ha、高性能林業機械7台、木材加工

流通施設11施設を整備しました。 

Ⅶ 森林整備加速化・林業再生基金事業の取組状況について 
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事業区分 事業量 

間伐 647ha 

林内路網整備 48,491m 

森林境界明確化 1,251ｈａ 

高性能林業機械 7台 

木材加工流通整備 11施設 

間伐材等流通コスト支援 4,496m3 

木造公共施設等整備 5施設 

木質バイオマス導入促進支援 1施設 

地域材利用開発 1件 

平成25年度の事業量 

        フォワーダー（大紀町）  

丸鋸２面修正挽装置（大台町） 羽柄加工機（松阪市） 



。 

○○ 

林業研究所は、昭和38年に「林業技

術普及センター」として設置され、以

来、所属、名称の変更を経て平成25年

で設立50周年を迎えました。 

平成25年度は、50周年記念として職

員が一丸となり手作りながら「シンポ

ジウム」、「研究所施設公開」の記念

イベントの開催や「50周年記念冊子」

の発行を行い、多くの方々に当研究所

を知っていただく機会となりました。 

今後も、引き続き森林・林業関係者

のニーズに即した研究や技術開発を行

い、その成果を現場に移転するととも

にＰＲに取り組み林業研究所の「見え

る化」を推進していきます。 

 

１ シンポジウムの開催 

研究の活動や研究成果を外部に発信

するとともに、現在、森林管理で課題

となっているテーマについて、県内外

でシンポジウムを開催しました。 

 

(１)シンポジウム「森林情報のスマート化が

もたらす森林テクノロジー」 

現在、研究中の森林資源情報の新た

な把握手法、取得した資源情報のデー

タベース化やその活用方法、森林管理

のためのシステム化の取組を紹介する

とともに導入に向けた課題等につい

て、活発な議論が行われました。 

・平成25年10月22日主婦会館（東京会   

 場：東京都千代田区） 

・平成26年1月27日大台町林業総合セ 

 ンター（三重会場：大台町） 

 

（２）シンポジウム「森林が危機に瀕し

ている！－ニホンジカによる森林被害に

ついて考える－」 

県民のみなさまにニホンジカによる

森林被害の現状を認識していただくと

ともに、森林を健全な状態に維持して

いくためにニホンジカとどのように向

き合っていくべきかの議論が行われま

した。 

・平成26年2月16日 本町プラザ（四 

 日市市） 

 

２ 林業研究所施設の開放 

平成25年12月1日には、林業研究所

構内において50周年記念イベントを行

いました。研究内容を多くの方に知っ

ていただくため、木材の強さを調べる

公開実験やきのこ培養施設の見学、林

業研究所の50年パネルなどの展示のほ

か、ヒラタケの菌打ちなど数多くの体

験イベントを行い、約550名の来場が

ありました。 

 

３ 50周年記念冊子の発行 

林業研究所の設立経緯や組織・施設

及び研究課題の50年間に渡る変遷のほ

か、現在の研究課題や業務内容などを

とりまとめた「林業研究所だより」を

発行しました。 

Ⅷ 林業研究所設立５０周年記念の取組について 
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シンポジウム（三重会場） 

昭和38年開所時の庁舎（旧白山中学布引校舎） 



平成25年度における林業研究所の取組

については、シカによる樹皮剥皮害防除技

術を開発するとともに、システム収穫表の作

成やヒノキの柱材乾燥マニュアルを実用化

しました。 

さらに下記の2件の成果を得ましたので紹

介します。 
 

１ オオイチョウタケの空調施設栽培技術 

 オオイチョイウタケは、県内山間部のスギ

林に9月中下旬から10月上旬にかけて発生

する白い大型のきのこで、風味が良く、地元

では「スギタケ」と呼ばれて珍重されていま

す。 

 しかし最近ではスギ林の手入れ不足等に

より、養分となる林内の腐食層が減少するな

どその発生量は減少しつつあります。 

当研究所では、平成12年秋に県下で初

めてスギ林を利用した菌床埋め込みによ

る人工栽培に成功しました。 

また、平成15年秋には構内のシイタケ

人工ほだ場において、林地以外でも栽培

が可能なことを明らかにしました。 

それ以降、野外における発生環境を参

考に、空調施設を用いた栽培方法の研究

を実施したところ、平成25年8月、全国

で初となる完全空調管理下における施設

栽培に成功し、平成26年3月に特許出願

しました。 

今後は、栽培期間の短縮、収量の増加

を目指して栽培試験を行います。  

 

２ 少花粉スギ種子の配布 

 スギ花粉症が大きな社会問題となってきた

ことから、花粉を放出する雄花をほとんど着

けない少花粉スギのミニチュア採種園を造

成しています。 スギは通常2～3年毎に雄花

を多く着け、花粉を飛ばしますが、少花粉ス

ギではほとんど雄花を着けません。このた

め、採種木にジベレリン処理で着花させ、人

工交配を行った結果、平成24年度から種子

が採取できるようになりました。 

 平成25年度に初めて、少花粉スギの種子

196ｇを三重県林業種苗協同組合連合会に

払い下げましたので、平成27年度には少花

粉スギの苗木が林地に植栽される見込みで

す。 

 なお、少量ながら、当研究所では国で開

発された「無花粉スギ」の増殖もあわせて

行っています。 

Ⅸ 林業研究所の取組について 
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スギ林におけるオオイチョウタケの発生状況  

空調施設でのオオイチョウタケの発生状況  

少花粉スギのミニチュア採種園 



。 

○○ 

１ 経緯 

本県の水源地域の大部分を占める森

林は県土の65％を占め、古くから林業

が盛んであったことから、所有者ごと

の面積割合では私有林が最も多く82％

（全国58％）を占めています。 

一方、所有森林が10ha未満の小規模

な林家が全体の約9割を占め、林業の

採算性の悪化による所有森林への関心

の低下や、森林境界の不明確化などを

起因とする、管理が不十分な森林の拡

大が懸念されています。 

他の道県では外国法人等による目的

が不明確な森林の取得事例もみられる

など、水源地域の森林の保全管理に懸

念が高まるなか、平成26年4月現在15

道県において森林売買等を行う際の事

前届出制度を柱とする条例が制定され

ています。 

 

２ 条例制定県等の調査 

今後の本県の水源地域の森林の保全

に向けた取組の参考にするため、平成

25年8月に条例を制定している埼玉

県、福井県を訪問して聞き取り調査を

行うとともに、他の道県についても電

話等で調査を行いました。 

条例を制定した道県では、水源地域

を指定し、事前届出制度を設けること

により、無秩序な立木の伐採や森林の

乱開発等に対して一定の抑止効果が期

待されています。 

 また、森林の不適切な利用を森林所

有者や県民全体で抑止していくという

意識醸成に一定の効果も期待されてい

ます。 

 一方、森林売買時における森林所有

者の事務手続きの煩雑さ、森林売買時

の支障等の課題が考えられています。 

今回の調査結果から、条例の目的

は、「水源地域の保全」と「水資源の

保全」に大別されることが分かりまし

た。 

  

 また、全ての道県は、事前届出制度を

採用しているものの、届出期限は30日前

から3ヶ月前と幅があり、届出に基づく

県の指導助言の内容や、無届けや虚偽届

出の場合に対する罰則の有無など、仕組

みが様々に異なっています。 

 

３ 市町への意向調査 

平成26年1月に県内27市町へアンケー

ト調査を行い、水源地域の森林の保全

についての意向を確認しました。 

調査結果は、水源地域の森林の保全を

図るうえで森林売買等に対して「現

在、不安に感じている」が２市町、

「現在はないが、将来への不安があ

る」が15市町、「不安は全くない」が

10市町となりました。 

また、その対策として「国に対して新

たな法律を要望」が17市町、「県に対

して条例制定を要望」が8市町となりま

した。 
 

４ 今後の対応 

このような背景のもと、本県において

も水源地域の森林の保全の在り方につ

いて調査審議するため、平成26年6月に

「三重県水源地域の森林の保全に関す

る検討委員会条例」を制定し、平成26

年7月に検討委員会をスタートしまし

た。 

今後、検討委員会におけるご議論およ

び答申を踏まえ、県として水源地域の

森林の保全が適切に行われるよう、具

体的な施策について検討してまいりま

す。 

Ⅹ 水源地域の森林の保全に関する取組について 
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第２章 実施状況 
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Ⅰ 基本方針１ 森林の多面的機能の発揮 

 

【平成25年度評価】 

 平成25年度は森林環境創造事

業、治山事業、環境林整備治山事

業、造林事業、森林整備加速化・

林業再生基金事業などにより、

6,183haの間伐が実施されました。

この結果、平成18年度からの間伐

実施面積の累計が66,075haとな

り、目標としていた66,000haを達成

することができました。 

 しかし、「伐捨間伐」から「搬出間

伐」への転換により、間伐材の搬出

は進んだものの、搬出間伐には経

費や技術等を要することから、平成

25年度の単年度の実績値は低位

にとどまりました。 

 

  平成26年度は、間伐実施面積の増加を図るため、森林施業の集約化、路網整備、

高性能林業機械の導入など、搬出間伐の効率化・低コスト化を進めるとともに、森林組

合等事業体と連携して提案型施業を推進するなど森林所有者等の森林整備に対する

意欲向上を図ります。また、手入れを放棄している森林所有者に対して、森林整備に

対する様々な支援制度を周知し、間伐等の森林整備の実施を働きかけます。 
 

【数値目標の達成状況】 

 森林は、木材の供給をはじめ、水源のかん養や県土の保全、地球温暖化の防止等

の多面的機能を有していますが、適正な整備を行わなければ、こうした機能が発揮さ

れません。 このため、森林資源の有効活用を図りながら、森林の適切な整備及び保

全を進めることにより、将来にわたる森林の多面的機能の持続的な発揮をめざしま

す。 

※目標値は２００６年度（平成１８年度）以降の間伐実施面積の累計としました。 
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指標：間伐実施面積（累計）

実績

目標

指標 実績 目標     

  平成25年度 平成25年度 平成27年度 平成37年度 

間伐実施面積 

（Ｈ１８からの累計） 

６６,０７５ｈａ ６６,０００ha ８４,０００ｈａ １４０,０００ｈａ 

〔平成２５年度実績〕 〔６,１８３ｈａ〕       

目標値 

実績値 



１ 森林の整備及び保全 

  効果的かつ効率的に森林整備を行うた

め、森林の区分に応じた多様な森林整備

を進めるとともに、森林の保全に必要な施

設等の整備を進めます。 

 

(１） 環境林整備の促進 

針広混交林への誘導や適確な更新

等により、公益的機能が継続して発揮さ

れる多様な森林づくりを進めます。 

【平成25年度の取組】 

 平成25年度の環境林整備は、森林環境

創造事業により、新規に421haの計画を樹

立するとともに、植栽3ha、間伐928ha、下

刈 79haを実施しています。これにより、平

成13年度からの着手面積の累計は

12,174haとなり、計画面積15,400haの

79.1％の進捗状況となっています。 

 また、認定林業事業体が策定する環境林

整備計画の協議・調整を行う地区森林管

理協議会も20市町に設置されています。 

 間伐は、治山事業944ha、環境林整備治

山事業59ha、市町単独事業等その他

245haを含め2,176haを実施しました。 

 

（２）生産林整備の促進 

持続的な林業生産活動を通じ、森林

資源の有効利用を図りながら、間伐等の

必要な森林整備を進めます。 

 また、伐採後の造林未済地の発生を

防止するとともに、均衡のとれた森林資

源を育成・確保するため、適切な伐採と

確実な再造林を進めます。 

 

 

Ⅰ 基本方針１ 森林の多面的機能の発揮  

針広混交林 

間伐放置林 

環境林整備のイメージ 

地区森林管理協議会設置市町 

鈴鹿市、亀山市、いなべ市、津市、松阪市、多気町、大

台町、伊勢市、鳥羽市、南伊勢町、大紀町、度会町、志

摩市、伊賀市、名張市、尾鷲市、紀北町、熊野市、御浜

町、紀宝町 

【地区森林管理協議会設置状況】 

整備されたスギ林 

間伐材の搬出状況 
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 【平成25年度の取組】 

 平成25年度の生産林整備は、国補造林事

業により除間伐1,210ha、植栽51ha、下刈

172ha、枝打ち42haなど、また県単造林事

業により除間伐318ha、植栽3ha、下刈

25ha、枝打ち17ha等を実施しました。 

 間伐は、治山事業566ha、森林整備加速

化・林業再生基金事業716ha、森林農地整

備センター837ha、市町単独事業等その他

359haを含め4,007haを実施しました。 

 

（３）県行造林地の適切な管理の推進 

間伐等の適切な森林管理を行うととも

に、地球温暖化対策の森林吸収源として

の活用を進めることで、木材生産と環境保

全が調和した森林づくりを行います。 

  【平成25年度の取組】 

  平成25年度は、県内14市町34ヶ所で地上

権設定した県行造林地3,490haで、間伐

55ha、作業道の開設1,568mを実施し、

1,185m3の間伐材を搬出しました。 

 

（４）保安林制度等による森林の保全管理の

推進 

 

  

Ⅰ 基本方針１ 森林の多面的機能の発揮  

県行造林の

種類 

契約 

件数 

面積(ha) 契約期間 分収率 

(県：所有

者) 

模範林           12  1,015.25 M39～H75 9:1,5:5,6:4 

大礼記念林        5    481.65 S 5～H72 5:5 

紀元２６００ 

記念林 

    10    622.98 S25～H85 5:5 

講和記念林      8    425.77 S28～H56 5:5 

皇太子殿下 

御成婚記念 

     6    261.41 S37～H58 6:4 

県庁舎落成 

記念林 

     7    340.35 S41～H67 6:4 

県政１００年

記念林 

     3    342.50 S52～H72 6:4 

         計        51  3,489.91   

県行造林種類別契約状況      （平成26年3月末現在） 

区分 面積(ha) 比率 

水源かん養       78,956  59.1% 

土砂流出防備       41,750  31.2% 

土砂崩壊防備          165   0.1% 

防風          173   0.1% 

潮害防備            6   0.0% 

干害防備           20   0.0% 

防火           13   0.0% 

魚つき          637   0.5% 

落石防止           25   0.0% 

航行目標            6   0.0% 

保健   ※  11,933   8.9% 

風致           79   0.1% 

計      133,763   

三重県における保安林の指定状況 

※保健保安林は、兼種10,527haを含む。 
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九鬼県行造林(尾鷲市) 



 

（５）災害に強い森林づくりの推進 

 豪雨等による山崩れ等の山地災害や流

木災害から、県民の生命・財産を守るた

め、治山事業等により保安林の機能強化

を図るとともに、人家等の周辺において必

要な施設の整備や維持管理、森林の整

備を進めます。 

  【平成25年度の取組】 

 山腹崩壊、地すべり及び崩壊土砂流出等

による災害が発生するおそれがある地区を

山地災害危険地として地域防災計画に掲載

し、異常気象時における適切な対応を図る

ための情報として提供しているところです。

平成25年度末現在、山腹崩壊危険地区

1,992地区、地すべり危険地区 13地区、崩

壊土砂流出危険地区1,981地区となってい

ます。平成25年度末でのこれらの山地災害

危険地における治山事業の着手率は

50.6％となりました。 

  平成25年度の主な取組として、山地災害

が発生した地域等において、山腹崩壊地や

荒廃渓流を復旧整備し、災害の防止軽減を

図る治山事業を実施しています。 

 また、機能が低位な保安林を対象とし、そ

の健全な成長を促進させるための本数調整

伐(間伐）1,569haを実施しました。 

 

（６）野生鳥獣との共生の確保 

  ニホンジカ等による森林の被害の軽減を

図るため必要な防除対策を実施するととも

に、野生鳥獣との共生を図るため生息環境

等に配慮した森林整備を進めます。  

 【平成25年度の取組】 

 平成24年度の野生鳥獣による林業被害額

は 2億6千万円で、ニホンジカによるスギ・ヒ

ノキへの食害、剥皮被害が約96％を占めて

います。 

 植林地への防除対策として、防護柵や

チューブ等の設置を普及しており、平成25

年度は新植地へ防護柵を30,271m設置しま

した。（造林事業：22,960m、特別天然記念

物カモシカ食害対策事業：7,311m） 

 このほか、森林再生による野生鳥獣の生息

環境創出事業では、植栽8ha、更新伐等を

131ha実施しました。 

 

 保安林制度や林地開発許可制度等を

適正に運用することにより、森林の適切な

保全・管理を進めるとともに、利用の適正

化を図ります。  

  【平成25年度の取組】 

 平成25年度には、県内の保安林指定面積

（民有林）は133ha増加し、平成25年度末現

在、県内の森林面積の約33％にあたる

123,236haの森林が保安林に指定されてい

ます。また、林地開発については、平成25年

度に9件、46haを許可しています。 

 

Ⅰ 基本方針１ 森林の多面的機能の発揮  
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土砂流出防備保安林（紀北町） 

防風保安林（明和町） 



 特に、ニホンジカによる農林業被害と生

態系への影響の軽減を図るため、「特定鳥

獣保護管理計画（ニホンジカ）第3期」に基

づき、平成24年度から、ニホンジカの狩猟

期間における捕獲頭数等の制限緩和を実

施して捕獲圧を上げました。 

 一方、平成25年度の狩猟登録者数は

3,201人で、狩猟者の高齢化により狩猟登

録者数は減少しています。 

 林業研究所では、効率的なシカ被害対

策を実施するために、ニホンジカのメス2頭

にＧＰＳ受信機付首輪を装着して、行動圏

の大きさや土地の利用様式を調査しまし

た。 

 また、再造林放棄地において、広葉樹の

天然更新材料の把握、天然更新の阻害要

因の抽出を行いました。この研究成果を取

りまとめたリーフレットを作成したほか、シカ

食害を防止しつつ早期に再森林化を図る

ため、小面積シカ防護柵を利用し、１年生

広葉樹苗木を植栽して生残および成長過

程を追跡しました。 
 

 

 

（７）森林病虫害対策及び森林災害対策の

強化 

   森林に多大な被害を与える病害虫に

ついて、早急かつ的確な防除を行いま

す。また、林野火災予防の普及啓発を

行うとともに、森林保険への加入を進め

ます。 

  【平成25年度の取組】 

 平成25年度は、松くい虫防除対策として

薬剤散布による予防措置を26.5ha、被害

が予想されるマツの樹幹に薬剤を注入する

予防措置を1,327本、被害木を伐倒処理

する駆除措置を291m3実施しました。このう

ち、樹幹注入と伐倒駆除については森林

整備加速化・林業再生事業として行われま

した。 

新植地におけるシカ食害対策 

に関するリーフレット 

 

Ⅰ 基本方針１ 森林の多面的機能の発揮 
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ニホンジカの行動圏調査 

小面積シカ防護柵を用いた広葉樹苗木植栽試験  



 さらに、近年、カシノナガキクイムシによる

広葉樹の枯損などの被害が発生しているた

め、ヘリコプターによる県内の被害状況調査

を実施しました。 

 また、山火事予防運動の一環としてポス

ター掲示などを行い、林野火災の予防の啓

発を図りました。 

 

２ 森林の区分に応じた森林管理の推進    

  効果的かつ効率的な森林整備が進められ

るよう、三重県型森林ゾーニング等により重

視する森林の機能に応じた森林管理を進め

ます。 

  

（１）市町等と連携した森林管理の推進 

 市町と連携して、森林計画制度の適切な

運用等を図りながら、地域の実情に即した

効果的かつ効率的な森林管理を進めます。 

 また、国有林や隣接府県と連携し、適正な

森林管理を進めます。 

  【平成25年度の取組】 

 平成25年度は、南伊勢森林計画区におい

て地域森林計画を樹立しました。  

  

（２）森林資源データの整備と情報提供 

森林の区分に応じた適切な森林管理や

持続的な森林経営を進めるため、市町、森

林組合等と連携を図り、資源や施業履歴等

の正確な森林情報の把握整理を進めるとと

もに、森林ＧＩＳ等を活用し、森林資源データ

の情報提供を行います。 

【平成25年度の取組】 

 平成25年度は、森林ＧＩＳの森林資源デー

タの整備を進めるとともに、市町が整備した

森林ＧＩＳ等へ森林資源情報の提供を行い

ました。また、森林施業の集約化に取り組む

林業事業体へ森林資源情報の提供を行い

ました。 

 

（３）森林の公益的機能発揮に向けての研

究 

水源のかん養や土砂の流出防備など

森林の公益的機能を効果的に発揮させる

ために、森林の適正な管理や造成の研究

に取り組み、その成果の移転を進めます。 

 

【平成25年度の取り組み】 

過密人工林の林床に下層植生を生育

させ、林地からの土砂流亡などを抑制す

るためには、間伐により林内照度を改善

することが重要です。 

林内相対照度は、林分の混み合い度

を表す収量比数（林分混み合い度を表

す値）により推定可能ですから、この

関係を用いて、間伐率と相対照度の関

係、間伐後の経過年数と相対照度の低

下傾向などの推定を行いました。 

Ⅰ 基本方針１ 森林の多面的機能の発揮 
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区分 森林計画区名 対象市町 

平成25年度 

  

南伊勢 

  

松阪市、伊勢市、鳥羽市、

志摩市、多気町、明和町、

大台町、玉城町、度会町、

大紀町、南伊勢町 

平成27年度 

  

北伊勢 

  

津市、四日市市、桑名市、

鈴鹿市、亀山市、いなべ

市、東員町、菰野町、朝日

町 

平成28年度 伊賀 伊賀市、名張市 

平成29年度 尾鷲熊野 尾鷲市、紀北町、熊野市、

御浜町、紀宝町 

 平成25年度以降に地域森林計画を樹立する森林計画 

区 分 松くい虫   林野火災   

  面積(ha) 材積(m3） 件数 面積(ha) 

平成21年度 1,017   3,402   53    15 

平成22年度 992   3,122   33     2 

平成23年度 946   2,821   43    21 

平成24年度 954  2,840   21     1 

平成25年度 823   2,528   48    2 

松くい虫被害及び林野火災発生状況 



なお、収量比数は、平均樹高と立木

密度から計算できるので、毎木調査の

結果から容易に相対照度推定が行えま

す。 

図1に35年生ヒノキ林（地位中、間

伐前立木密度1700本 /ha、収量比数

0.81）の推定例を示しましたが、異

なった樹種（スギ、ヒノキ）、林齢、

地位（上、中、下）などに対応した推

定も可能です。同図には間伐率が高い

ほど間伐後の相対照度も高く、間伐後

の年数経過にともなって、相対照度が

減少する過程が表されています。 

表１は、図１に示した35年生ヒノキ林の

間伐率別の間伐直後の相対照度、間伐

後に相対照度が10％へ低下するまでの

推定年数などを示しています。 

 

 

一般的に、林内で下層植生が侵入・生

育する理想的な相対照度は20％前後以

上とされていますが、その維持には少なく

とも相対照度10％以上が必要とされてい

ます。  

したがって同表の相対照度10％低下ま

での推定年数は、この年数以内に再び間

伐する必要があることを意味し、間伐率の

異なる林分における密度管理の目安にな

ると考えられます。 

なお、この収量比数と相対照度の関

係を用いた推定方法は、下層間伐の実

施に対して適用可能ですが、上層間伐

や列状間伐などの間伐方法には対応で

きていません。今後、これら他の間伐

方法への対応策を検討するとともに、

下層間伐に対しても、さらに検証デー

タの収集、適合性の検証を進め、現場

の密度管理に適用できるよう努めま

す。 

 

Ⅰ 基本方針１ 森林の多面的機能の発揮 

Page 19 

＊：地位：中、樹種：ヒノキ、間伐前密度：1700本/ha、間伐時林齢：35年、間伐時樹高：13.8ｍ  

表－１ 間伐前後の間伐率別相対照度変化の推定 

図－１ 35年生ヒノキ林における間伐後の

間伐率別相対照度変化の推定例 

＊：地位：中 

間伐前密度：1700本/ha 

間伐時林分平均樹高：13.8ｍ 



 

Ⅱ 基本方針２ 林業の持続的発展  

 

指標  実績 目標  

平成２５年度 平成２５年度 平成27年度 平成37年度 

県産材（スギ・ヒノキ）

素材生産量 

３２４,０００ｍ3 ３３６,０００ｍ3 ４０２,０００ｍ3 

 

４９８,０００ｍ3 

     

【平成25年度評価】 

平成25年度は、森林の団地化・施業

の集約化による搬出間伐の促進、「三重

の木」認証事業者等が行うＰＲ活動への

支援等を行いました。これらの取組によ

り、指標の「県産材の素材生産量」の実

績は324千m3となりましたが、目標336千

m3を下回っています。 

 施業の集約化や、路網整備等により搬

出間伐の生産性は向上しているものの、

低い木材価格の中では収益が得にくい

ことや、植栽から伐採までの長期にわた

る育林経費を賄えないため、森林所有

者の伐採意欲が向上しないことが大きな

要因と考えられます。 

  

 平成26年度は、公共建築物等の木造・木質化や木質バイオマスのエネルギー利用な

ど、県産材の需要拡大に取り組むとともに、森林施業の集約化、路網整備、高性能林業

機械の導入等による木材生産の低コスト化に引き続き取り組み、需要と供給の両面から県

産材素材生産量の増大を図ります。 

 

 

 
 

【数値目標の達成状況】 

 林業は、木材価格の低迷による採算性の悪化等から活力が失われていますが、木材

生産活動を通じ山村経済の活性化や低炭素社会づくりに貢献するとともに、森林の公益

的機能の発揮につながることから、林業の持続的発展を図ります。 

※実績値は木材需給報告書等から県が調査したデータです。 
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実績

目標

目標値 

実績値 



１ 林業及び木材産業等の振興 

 林業及び木材産業等を活性化するため、

生産から流通・加工に至る連携の強化や合

理化を進めるとともに、施業の集約化や基盤

整備等により生産性の向上を図ります。 

 

（１）森林施業の集約化の促進 

 小規模分散化している森林の施業の効率

化や木材の生産性向上を図るため、森林経

営計画制度に基づき、路網開設と森林施業

を一体的に行う施業の集約化を進めます。 

   【平成25年度の取組】 

 平成24年4月から開始した森林経営計画

制度のさらなる普及・定着を図るため、三重

県森林組合連合会と連携して市町および森

林組合等の林業事業体を対象にワーク

ショップを開催したほか、計画の樹立者とな

る森林所有者等を対象とした制度説明会を

開催しました。 

  この結果、平成25年度の森林経営計画

の作成面積は15,837haとなりました。 

 

（２）原木の低コスト生産体制整備の促進 

  木材の生産性の向上を図るため、路網整

備や高性能林業機械の導入などにより、地

域の実情にあった低コスト作業システムづく

りを進めます。あわせて、木材直送などによ

る原木流通の効率化や低コスト化により、製

材工場等の大型化等に対応できる県産材の

低コスト生産供給体制の構築を図ります。 

 【平成25年度の取組】 

 平成25年度は林道事業により、林道開設

12路線13工区の路網整備を実施しました。 

 なお、平成23年の紀伊半島大水害で被災

した林道において、林道施設災害復旧事業

を実施しており、これまでに被害箇所の98％

にあたる266箇所の復旧を完了しました。 

  また、がんばる三重の林業推進事業によ

り、17団地（859ha）を設定し、1,006haの間

伐等を実施し、42,067m3の間伐材等の原

木を搬出するとともに、森林整備加速化・林

業再生基金事業により、間伐647haの実施、

林内路網48,491mの開設、高性能林業機

械7台の導入を進め、搬出コストの低減を図

りました。 
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林道開設 三峰局ヶ岳線（松阪市） 

管内 作成面積(ha) 

四日市 1,033 

津 877 

松阪 5,822 

伊勢 6,424 

伊賀 343 

尾鷲 658 

熊野 680 

 計 15,837 

森林経営計画の作成面積 

協議会名 団地数 団地面積

(ha) 

間伐等面積

(ha) 

搬出材積

(m3) 

鈴鹿 3  222  55  3,129  

中勢 1  70  145  11,933  

松阪・宮川 8  416  442  15,649  

いせしま・

大紀 

3 

  

106  244 6,607 

伊賀 0 0 27 1,000 

尾鷲 2 45 22 541 

くまの 0 0 71 3,208 

計 17  859 1,006  42,067 



 

 

 

（３）木材の流通・加工・供給体制整備の促

進   

 木材の加工コストの低減、流通の合理化、

製品の規格化等による県産材の安定供給シ

ステムづくりを進め、競争力のある良質な木

材を市場に供給し、県産材の需 

要の拡大を図っています。 

  【平成25年度の取組】 

 平成25年度は、森林整備加速化・林業再

生基金事業等を活用し、林内路網整備や高

性能林業機械の導入（フォワーダ等）、間伐

材等加工流通施設（プレカット機等）の整備

に助成しました。 

 

（４）特用林産の振興 

  安全で安心な県産きのこやタケノコなどの

特用林産物を供給するため、生産体制の整

備を促進するとともに、消費者ニーズや市場

動向などの必要な情報を生産者に提供して

います。また、きのこの生産や利用に関する

研究を進めています。 

 【平成25年度の取組】 

 平成25年度は、「みえの安心食材」として

消費者に安心して選んで頂けるきのこの品

質管理の向上をはかるため、安全・安心な

「きのこ類」の生産・品質衛生管理向上研修

会を津市で開催して25名のきのこ関係者が

受講しました。 

 また、みえの食フォーラム平成２５年度三

重県栄養改善大会において、はたけしめじ

の試食品及びパネルを出展して普及啓発を

行いました。 

林業研究所では、きのこ生産にかかる

コスト削減を目指して、比較的高温条件

下で栽培可能な商品性の高いきのことし

て、タモギタケ、ウスヒラタケの栽培化

を目指した基礎試験を行いました。 

また、空調施設を用いたオオイチョウ

タケの人工栽培化に取り組み、全国で初

めて室内栽培に成功し、特許を出願しま

した。 
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 高性能林業機械（プロセッサ） 

林道経ヶ峰線 復旧状況（津市） 

林道経ヶ峰線 被災状況（津市） 



 

（５）効率的な木材生産のための研究 

  林業の生産性の向上を図るため、森林施

業の省力化、効率化に関する研究に取り組

んでいます。 

  【平成25年度の取組】 

 平成25年度は、効率化作業に不可欠な森

林作業道の開設支援マップの作成を目的

に、平成23年度から平成24年度にかけて調

査を行った既設作業道の調査データを解析

し、土工量の推定方法と推定値をもとに作成

する色分け図について検討しました。 

また、採算性が高い収穫システムが選択

できる予測技術の開発に向け、県内の搬出

間伐現場においてビデオカメラによる時間

観測調査を行い、搬出間伐における各作業

工程の生産性を把握しました。 

 

 育林コストの大部分を占める初期保育コス

トの低減技術を開発するため、平成22年度

より植栽密度、下刈り実施の有無、獣害防護

柵の有無別の試験区に、初期成長が優れた

ヒノキを植栽した４試験地を設定して、成長

経過を調査しています。地拵え直後に獣害

防護柵を設置してヒノキを植栽すれば、無下

刈りでもヒノキ植栽木は雑草木に負けること

なく成育する結果になっています。 

また、ススキがヒノキより大きく繁茂するとこ

ろでは、獣害防護柵を設置してない場所で

も、シカによる食害をあまり受けずに成育し

ており、雑草木の種類によっては、シカ被害

回避効果が期待できる可能性もあると考えら

れます。 
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 ハタケシメジの出展状況 

きのこ講演会（津市） 

空調施設を用いたオオイチョウタケの栽培状況 

繁茂するススキに被覆されて成長するヒノキ 



２ 担い手の育成及び確保 

将来にわたる適切な森林の整備や、持

続的な森林経営のもとで活力ある木材生産

が行われるよう、多様な人材の育成・確保

や林業事業体等の育成強化を図ります。 

 

（１）林業の担い手の育成・確保 

 新たな担い手を確保するため、森林・林

業の就業等に関する情報提供等を行うとと

もに、新規就業者の定着率の向上等を図る

ため、職場環境や雇用条件の改善、林業

労働災害の防止等を進めます。また、集約

化施業を推進し木材安定供給体制を構築

するため、森林施業プランナー、フォレスト

ワーカー（林業作業士）、フォレストリーダー

（現場管理責任者）、森林作業道作設オペ

レーター等の人材育成を進めます。 

 

  【平成25年度の取組】 

 平成25年度は、高校生を対象として、林業

への就業意識を育み、就業を促そうと、林業

体験活動を5校で実施したほか、(公財)三重

県農林水産支援センターと連携して新規就業

者セミナーを開催しました。また、林業技能士

育成研修（18.5日間）を実施し、7名の研修生

が林業に必要な基本的な技能・資格を習得し

ました。 

 

平成26年5月10日から全国上映された映

画「WOOD JOB！～神去なあなあ日常～」

は、林業や林野庁の担い手対策「緑の雇用」

事業をテーマにして、津市美杉町を中心に県

内各地の林業関係者の協力のもと撮影されま

した。この契機を捉え、首都圏等において、林

業担い手確保に向けた情報発信や説明会等

を実施しました。 

 また、林業労働災害防止のため、作業現場

への巡回指導や安全衛生指導員研修会を開

催し、事故防止の啓発を行いました。 

 なお、平成25年の本県での休業4日以上の

被災者数は46名で、平成24年に比較して24

名減少しました。 

 

 

（２）林業経営体、林業事業体の育成・強 

  化    

 地域林業の担い手となる林業経営体や林

業事業体を育成・確保するため、経営支援

や機械化の促進等により経営改善や基盤

強化を進めます。 

 また、森林経営計画の実行や木質バイオ

マスの総合利用を推進するため、新規参入

の促進等により必要な事業体の育成・確保

を進めます。 

 【平成25年度の取組】 

 平成25年度末現在、認定林業事業体は、

48の事業体が認定されています。 
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新規林業就業者数の推移 

区分 人数 

平成17年度    23 

平成18年度    29 

平成19年度     45 

平成20年度   59 

平成21年度   63 

平成22年度    84 

平成23年度    41 

平成24年度    42 

平成25年度  41 

区分 被災者数 うち死亡 

平成17年   103     1 

平成18年    84     2 

平成19年    72     1 

平成20年   82    3 

平成21年   102     1 

平成22年   106     1 

平成23年    74     0 

平成24年    70     2 

平成25年  46    2 

林業労働災害の状況 



（３）山村地域の生活環境の整備 

山村地域の生活環境の向上を図るた

め、林道整備や治山事業等により安全で

快適な居住環境づくりを進めます。 

 【平成25年度の取組】 

 平成25年度は、集落周辺において山地災

害防止に必要な施設や森林の整備を実施

しました。 

 

３ 県産材の利用の促進 

  県産材の利用は、「緑の循環」を通した

森林整備の促進、林業の再生につながる

ことから、住宅建築や公共施設、木質バイ

オマス燃料等への積極的な利用を進めま

す。  

 

（１）県産材の新たな販路開拓 

 新たな県産材の需要を開拓するため、大

都市圏など大消費地における木造住宅等

への販路開拓を進めるとともに、住宅以外の

木材利用や新たな県産材製品の需要拡大

に取り組みます。 

  【平成25年度の取組】 

 平成25年度は、東京で開催された「ジャパ

ン・ホーム＆ビルディングショー」や大阪の

「住まいの耐震博覧会」などに三重県ブース

を設置し、木材関係団体等と連携して「三重

の木」認証材等のＰＲを行うなど、県産材の

販路開拓に取り組みました。 

 また、太陽光パネルの木製架台や丸太打

設液状化対策工法を試験導入し、現地見学

会を開催するなど新たな需要拡大に取り組

みました。 

（２）県産材利用に関する県民理解の促進 

県産材の利用を促進するため、環境や

健康面での木材の特性や、森林づくりに

おける県産材利用の意義について普及

啓発を行うとともに、正しい木材情報の提

供等を行います。 

【平成25年度の取組】 

 平成25年度は、「あかね材」を使用した住

宅や商業施設等を用いた20件の取組によ

り、「あかね材」を使用することの意義につい

てのＰＲを行いました。  
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治山事業 復旧状況  (南牟婁郡紀宝町)  

治山事業  被災状況  (南牟婁郡紀宝町)  

太陽光パネルの木製架台(桑名市) 



（３） 信頼される県産材の供給の促進 

 品質が明確な「三重の木」や「あかね材」の

認証制度の普及、定着化などにより、安心し

て使える県産材の供給を促進します。 

 【平成25年度の取組】  

 平成25年度は、県内の製材工場等を対象

に乾燥材セミナーを開催し、木材乾燥の必

要性や生産技術についての普及啓発や｢三

重の木｣認証制度等のＰＲを行い、安心して

使える県産材の供給を促進しました。 

 

（４）木造住宅の建設の促進 

 県産材を利用した木造住宅の建築を

促進するため、木材関連業者と工務店、

建築士等との連携等により「三重の木」住

宅等の普及、販路拡大を進めます。 

 【平成25年度の取組】 

 平成25年度は、木に触れながら木造住宅

の魅力を知ることができるイベント等の15件

の取組により、「三重の木」認証材等の良さ

を消費者に広くＰＲしました。 

 

（５）公共施設等の木材利用の推進 

県産材の利用拡大を図るため、「みえ公共

建築物等木材利用方針」に基づき、県有施

設の木造・木質化を積極的に進めるととも

に、市町等が整備する公共施設や民間施設

等の木造・木質化を働きかけています。 

【平成25年度の取組】 

平成25年度は、三重県県産材利用推進

本部を設置し、公共建築物等の木造・木質

化について取組を強化するとともに、昨年度

に引き続き市町による公共建築物等木材利

用方針の策定を働きかけた結果、新たに11

市町において方針が策定され、平成26年3

月末時点において27市町で方針が策定さ

れました。 

 

また、県産材を使用した木造公共施設等

を掲載した「県産材利用施設事例集」を作成

し、市町や私立学校などに配布して利用を

働きかけました。 

この結果、明野高等学校や櫛田警察官駐

在 所 な ど 県 が 整 備 す る 施 設 に お い て

101m3、八風中学校や金山保育所など市町

等が整備する施設において1,594m3の県産

材が利用されました。 

 また、県の公共土木工事において間伐材

の 利 用 促 進 を 進 め、治 山、林 道 工 事 で

4,423m3の間伐材を使用しました。 
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「あかね材」を商業施設に使用したＰＲ 

「三重の木」出荷量 

年度 出荷量（㎥) 

平成19年度 8,416 

平成20年度 8,740 

平成21年度 8,668 

平成22年度 9,154 

平成23年度 9,802 

平成24年度 12,596 

平成25年度 17,154 

市町 

いなべ市、四日市市、鈴鹿市、亀山市、津市、松阪

市、伊勢市、鳥羽市、志摩市、伊賀市、名張市、尾

鷲市、熊野市、木曽岬町、東員町、菰野町、朝日

町、多気町、明和町、大台町、玉城町、度会町、南

伊勢町、大紀町、紀北町、御浜町、紀宝町  

公共建築物等木材利用方針の策定済み市町 

（平成26年3月末現在） 



 

（６）木質バイオマスの有効利用の推進 

 林業を再生し、低炭素社会づくりにつなが

る間伐材等の木材の有効活用を図るため、

合板用材の需要拡大や木質バイオマスのエ

ネルギー利用等の推進を図ります。 

 また、木質バイオマスの総合利用を進める

ため、効率的な収集・搬出の仕組みづくりを

進めます。 
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愛農学園農業高等学校(伊賀市) 

金山保育園(熊野市) 

公共工事等の利用事例 木屋村山線(南伊勢町) 

公共工事等の利用事例 工事用看板(津市美杉町) 

公共工事等の利用事例 谷止工 (大台町) 



  【平成25年度の取組】 

・木質バイオマス利用の取組 

平成24年7月に始まった「再生可能エネ

ルギーの固定価格買取制度」を活用して、

松阪地区では木質バイオマス発電所（未

利用間伐材使用量：57,000ｔ／年、送電

出力5,000kw）の建設が始まっており、平

成26年の9月には試験運転が行われる予

定です。 

県は、森林整備加速化・林業再生基金

事業を活用し、この発電所建設に対して

15億円の無利子融資を行ったほか、燃料

用チップを供給するウッドピア木質バイオ

マス利用協同組合のチップ製造工場（第2

工場）建設に対して支援しました。 

・安定供給体制づくりの取組 

地域で選出された木質バイオマス推進

員の活動支援のほか、木質チップ原料を

供給する事業者の収集・運搬設備や新た

な雇用等などに支援し、木質バイオマスの

安定供給体制づくりを進めました。 

また、発電事業に関係する森林・林業・

木材関係者27団体からなる「三重県木質

バイオマスエネルギー利用推進協議会」

の設立により、木質バイオマスの安定供給

体制づくりを進めました。 

 

（７）新製品・新用途の研究・開発の促進 

木造住宅の建築においては、工期の短縮

や高気密・高断熱化、プレカット用接合金物

の使用など、建築の仕様が大きく変化してき

たことに伴い、特に柱や梁等の構造用材に

対しては、割れや寸法変化の少ない乾燥材

が求められています。 

【平成25年度の取組】 

こうした乾燥材を効率的に生産するため、

蒸気式木材乾燥機に高周波発生装置を組

み合わせた複合式乾燥機を使用し、スギ平

角材の乾燥試験と曲げ強度試験を行いまし

た。この結果、複合式乾燥機を使用すること

により、表面割れの発生を抑え、かつ短い乾

燥期間で乾燥材生産を行えることが分かりま

した。また、複合式乾燥による曲げ強度は、

国交省が定める強度基準を満たしており、

問題ないことが分かりました。 

  また、未利用材を用いた燃焼用木質チッ

プの品質を確保するためには含水率の管理

が重要となることから、平成25年度には木質

チップ製造現場において、バケツと秤で簡

単に含水率が推定できる含水率換算表を作

成しました。また、含水率換算表を作成する

ための手法についてまとめたリーフレットを

Ｗｅｂ上にて公開しました。 
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蒸気高周波複合式乾燥試験 

木材チップ含水率換算表リーフレット 
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指標  実績 目標  

平成２５年度 平成２５年度 平成27年度 平成37年度 

森林文化・森林環境 

教育指導者数 

５７３人 ５７０人 ６５０人 ８００人 

同活動回数 １,８０３回 １,８００回 ２,０００回 ３,０００回 

【平成25年度評価】 

 平成25年度は、森林文化及び森林環境教

育の振興に向けて取り組んだ結果、指導者

数は、573人となり、目標570人を達成しまし

た。 また、森林文化・森林環境教育の活動

回数は1,803回となり、目標1,800回を上回り

ました。「三重の森林づくり条例」に基づく三

重の森林づくり基本計画を着実に実施してく

ため、今後も小学校等への森林環境教育の

浸透をさらに図る必要があります。 

 

 このため、平成26年度から森林環境教

育については「みえ森と緑の県民税」を

活用して県と市町が連携して進めていく

こととしています。市町では森林環境教

育に取り組む学校を支援し、県では森林

インストラクター等の指導者の研修等を

行い、地域の取組を支援していきます。 

 また、それらの取組にかかるコーディ

ネートや相談対応、情報収集・発信、普

及啓発などの総合窓口として「森づくり

サポートセンター」の設立準備に取り組

みます。 

【数値目標の達成状況】 

  森林は継承されるべき郷土の歴史的、文化的な財産であり、自然環境の教育及び学

習の場でもあることから、その森林の保全及び活用、学習機会の提供や環境の整備によ

り、森林文化及び森林環境教育の振興を図ります。 

※数値は県のデータベースに基づく指導者数とその

活動回数です。 
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１ 森林文化の振興    

  県民が森林との豊かな関わりを持てるよ

う、森林と親しめる環境づくりや山村地域の

新たな魅力づくりを進めます。 

 

（１）新たな森林の価値の活用   

 森林の多様な価値や山村地域の持つ潜

在的な価値を活かした新たな森林づくりや

魅力ある地域づくりの取組を進めます。  

 【平成25年度の取組】 

 平成25年度は、「みえの森っ子まなびや・

活動体験事業」において、”森林とのふれあ

い”をテーマとしたフォトコンテストを実施した

ところ、県内から133作品の応募があり、優秀

作品は県公共施設やショッピングセンターな

ど県内各地で展示を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）森林を活かした連携交流の促進    

都市住民が森林への理解を深め、森林

を支える山村住民が元気になるよう、森林

や山村地域の魅力を活かした体験交流を

進めます。 

【平成25年度の取組】 

 平成25年度は、漁民の森づくりとして三重

県漁業協同組合連合会等が津市白山町北

布引地内の山林でクリ、コナラなど約150本

を植栽しました。 

（３）里山の整備及び保全の促進    

 人との関わりの中で、生物の多様性を維持

しながら、地域の暮らしや文化を支えてきた

里山の自然環境を守り、身近な自然とのふ

れあいの場、活動の場として再生・活用する

ため、地域住民や団体等による里山保全活

動を進めます。 
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優秀賞 

森と海をつなぐ運動 三重漁民の森造成事業 

植栽風景 

最優秀賞 

優秀賞 



  【平成25年度の取組】  

 平成15年度から団体等による地域の自然

を守り育てる活動を促進するために、自然観

察会などを行っている団体の活動を認証す

る「みんなで自然を守る活動認証制度」と、

里山の管理作業などの活動を行っている団

体の活動計画を認定する「里地里山保全活

動計画認定制度」を設けています。 

  平成25年度は、「みんなで自然を守る活

動認証制度」における新たな認証はありませ

んでしたが、「里地里山保全活動計画認定

制度」における活動計画の認定は1団体あ

り、これまでに認定された団体と併せて計9

団体に対し、保全活動に必要な資材等の購

入に対する助成を行いました。 

 平成25年度末現在、みんなで自然を守る

認証団体数は7団体、里地里山保全活動計

画認定団体数は37団体となっています。 

 また、国の新規事業で、里山林の保全管

理や資源利用する活動団体に支援を行う

「森林・山村多面的機能発揮対策交付金事

業」の説明会や、三重県における地域協議

会の設立支援を行い、新たに27の活動団体

が増え、約30ｈａの森林整備や竹林整備、

63回の自然観察会等を新たに実施すること

ができました。 

 

（４）森林文化の継承 

  人と森林との関わりにより育まれてきた森

林文化を継承していくため、巨樹・古木や街

中の森等の保存や活用を進めます。  

 【平成25年度の取組】 

 平成25年度は、(公社)三重県緑化推進協

会により、緑地等適正管理事業として、日本

樹木医会三重県支部の協力を得て、市町等

の要請に応じ亀山市西野公園のキャラボク

や、熊野市神川町のサクラについての樹勢

診断と管理指導をはじめ12市町(23箇所）に

おいて、小学校、公共広場等の樹木の健康

診断や管理指導等を行いました。  

 

２ 森林環境教育の振興    

 森林・林業や木に対する県民の理解と関

心を深めるため、学習の場の提供や指導者

の育成等を行います。 

 

（１）森林の役割に関する県民理解の促進  

県民の森林･林業に対する理解と関心

を高めるため、森林の持つ機能や役割、

県内の森林・林業をめぐる諸課題、地球

規模での森林の問題等の情報を提供しま

す。 

 【平成25年度の取組】  

 県政だよりや新聞などにより啓発を行うとと

もに、ホームページやフェイスブックにより森

林・自然、木に関する情報提供を行っていま

す。 

 

（２）森林とのふれあいの場の提供    

森林・林業への県民の理解を深めるた

め、市町や森林所有者と連携し、森林・林

業について学習や体験できる場の確保
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森と海をつなぐ運動 三重漁民の森造成事業 

植栽風景 

区分 Ｈ15～20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度 H24年度 H25年度 計 

認証数 ４ １ ２ ０ ０ ０  ７ 

認定数 ２８ ４ ３ ０ １ １ ３７ 

【認証・認定団体の推移】 



等、気軽にふれあえる環境づくりを進めま

す。 

 【平成25年度の取組】 

 三重県民の森及び上野森林公園では、ボ

ランティア「モリメイト」の協力を得ながら園内

の森林の手入れなどを進めるとともに、平成

25年度は、三重県民の森で134回、上野森

林公園で45回自然観察会等を開催したほ

か、各種研修会などに活用されています。 
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チョウの観察会（三重県民の森） 

夏の花植え（三重県民の森） 

冬鳥の観察会（三重県民の森） 

ハッチョウトンボ観察会（上野森林公園） 

ザリガニ釣り大会（上野森林公園） 

伊賀の正月飾りつくり （上野森林公園） 



（３）森林環境教育の効果的な推進 

県民の森林に対する理解と関心を高める

ため、市町や団体等のさまざまな主体と連

携して、森林環境教育の機会の増大を図

ります。また、森林環境教育を効果的に実

施するため、必要な教育プログラム等の提

供や学習環境を整備するとともに、指導者

の育成等を進めます。 

 【平成25年度の取組】 

 平成25年度では、「みえの森っ子まなび

や・活動体験事業」において、森林環境教育

の指導者の育成講座（森のせんせい育成講

座）を4回開催し、また、県内の小学校におけ

る森林環境教育の活動支援を7校で行いまし

た。  

 

Ⅲ 基本方針３ 森林文化及び森林環境教育の振興
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区分 実施場所 

指導者育成講座 

3箇所、計4回 

 鈴鹿青少年センター 

 三重県吉田山会館 

 オーストラリア記念館 

森林環境教育の 

活動支援 7校 

 明星小学校（明和町） 

 長田小学校（伊賀市） 

 花之木小学校（伊賀市） 

 大山田小学校（伊賀市） 

 柘植小学校（伊賀市） 

 花垣小学校（伊賀市） 

 宮之上小学校（尾鷲市） 

指導者育成講座（鈴鹿青少年センター） 

みえの森っ子まなびや活動事業（伊賀市長田小学校） 

みえの森っ子まなびや活動事業（伊賀市柘植小学校） 

みえの森っ子まなびや活動事業（尾鷲市宮之上小学校） 



 

Ⅳ 基本方針４ 森林づくりへの県民参画の推進 

 

指標  実績 目標  

平成25年度 平成２５年度 平成27年度 平成37年度 

森林づくりへの 

参加者数 

３０,０４８人 ２８,０００人 ３０,０００人 ４０,０００人 

     

【平成25年度評価】 

 平成25年度は、森林づくりへの県民参

画の推進に向けて取り組んだ結果、「森

林づくりへの参加者数」は30,048人となり

目標28,000人を上回りました。 

 今後も、引き続きさまざまな催しや情報

ツールを活用して、ＰＲを行っていく必要

があります。また、災害に強い森林づくり

及び県民全体で森林を支える社会づくり

を進めるため、平成26年4月から導入す

る「みえ森と緑の県民税」による事業の円

滑な実施に向けて市町との連携を図ると

ともに県民の一層の理解を得ていく必要

があります。 

 

 平成26年度は、森林づくりへの県民参画を進めるため、森林づくりへの理解を深めるた

めのイベントの開催や県民参加の植樹祭を市町、関係団体等が連携して開催します。 

 また、森林づくりに取り組みたいと考える企業等への必要な情報提供・技術支援や森林

ボランティアへの技術・安全研修を実施するなど、多様な主体による森林づくりを支援しま

す。 

 これらの取組に加え、「みえ森と緑の県民税」を活用して、県では森林環境教育や森林

づくりを支援するための体制整備を進め、市町では里山や集落周辺の森整備などを進め

てまいります。 

【数値目標の達成状況】 

 森林の恩恵は広く県民の誰もが享受するものであり、森林は県民の財産であるとの認

識のもと、森林づくりを社会全体で支える環境づくりを進め、県民参画の推進を図ります。 

＊数値は、県民、NPO、企業などさまざまな主体の森林づくりに関する活動や催しへの参加者数です。 
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１ 県民、ＮＰＯ、企業等の森林づくり活動 

 の促進    

  「森林は大切」という意識が「森林を守る」

という具体的な行動につながるよう、さまざま

な主体がさまざまな方法で森林づくりに参加

できる仕組みづくりを進めます。  

 

（１）森林づくり活動への県民参加の促進  

森林づくりへのさまざまな主体の参加を

促すため、市町や団体等のさまざまな主

体と連携し、活動場所の確保やリーダー

等の育成、情報の提供等を行い、県民や

ボランティア、ＮＰＯ、企業などの活動を促

進します。 

【平成25年度の取組】 

 平成25年度は、新たに1カ所で「企業の

森」協定が締結され、企業による森林整備を

進めています。また、平成26年3月に三重県

勤労者福祉会館で、暮らしと森林とのつなが

りを学び、私たちが森林づくりのために出来

ることを考える「森林づくり講演会」を開催し

ました。さらに、森林ボランティアを目指す人

の森林作業についての知識と技術の習得を

図るため、ＮＰＯが実施する初心者技術研

修会の開催を支援しました。  

 

（２）幅広い県民参画の機会の創出 

 森林所有者、事業者、県民などの幅広い

参画と合意形成のもとに、森林づくりなどの

計画づくりを進めています。 

【平成25年度の取組】 

 平成25年度は、南伊勢森林計画区におい

て地域森林計画を樹立しました。 
 

（３）身近な緑化活動の推進 

 森林・林業への理解がひろがるよう、緑

化活動に取り組む団体等と連携し、花木

の植栽等の身近な緑化活動を通して、県

民の緑化意識の高揚を図ります。 

 【平成25年度の取組】 

 平成25年度は、(公社)三重県緑化推進

協会と連携して「緑の募金」活動を実施した

ほか、新聞や県広報誌等を活用し、緑化意

識の啓発を行いました。また、公益財団法人

日本さくらの会の助成事業を活用し、伊賀市

など県内9箇所に桜苗木を計820本配布しま

した。  

 

Ⅳ 基本方針４ 森林づくりへの県民参画の推進  

「企業の森」の実績 
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 区分 企業名 面積(ha) 

平成18年度 
シャープ㈱三重工場(多気町）、㈱百五銀行(津市）、トヨタ車体㈱（いなべ市）、プリ

マハム㈱(伊賀市） 
12.2 

平成19年度 
全労済三重県本部（津市）、㈱損保ジャパン（津市）、ネッツトヨタ三重㈱（松阪

市）、シャープ㈱亀山工場ほか（亀山市）、㈱LIXIL（伊賀市） 
11.5 

平成20年度 
㈱百五銀行（津市）、三重中央開発㈱（伊賀市）、北越紀州製紙㈱（熊野市）、 四

日市西ライオンズクラブ（菰野町）、エレコム㈱（尾鷲市） 
31.4 

平成21年度 
三菱重工業㈱冷熱事業本部（紀北町）、城南建設㈱（松阪市）、ＪＡバンク三重（津

市、名張市） 
21.8 

平成22年度 

中部電力＆NPO中部リサイクル運動市民の会（菰野町）、東海ゴム工業㈱（松阪

市）、清水建設㈱（松阪市）、ＮＴＮ㈱桑名製作所（桑名市）、津商工会議所（津

市）、㈱百五銀行（津市）、横浜ゴム㈱三重工場㈱(大紀町)、ＮＴＴ西日本三重支店

(津市) 

51.6 

平成23年度 ㈱第三銀行（松阪市）、エレコム㈱（志摩市） 13.3 

平成24年度 
㈱東芝（四日市市）、テイ・エス・テック㈱鈴鹿工場(桑名市)、トヨタ車体㈱（いなべ

市）、㈱百五銀行（伊勢市）、生活協同組合コープみえ(津市) 20.5 

平成25年度 ＪＡバンク三重（津市） 0.5 

計 ３４箇所 162.8 



２ 森林づくりの意識の啓発    

  県民の森林に対する理解を深め、自主

的な森林づくりへの参画を促す取組を行い

ます。 

 

（１）三重のもりづくり月間の取組 

社会全体で森林を支える社会環境づく

りを進めるため、ＮＰＯや関係団体、企業

等のさまざまな主体と連携して、県民の森

林や木材への理解や三重の森林づくりへ

の参画を促進する各種活動を毎年10月

のもりづくり月間を中心に進めます。 

【平成25年度の取組】 

 平成25年度は、10月20日（日）にオースト

ラリア記念館及び周辺広場（四日市市）で

「みえ森林フェスタ2013四日市」（来場者：約

2,000人）を開催し、雨の中にもかかわらず

多くの方に楽しみながら森林に対する理解

や関心を高めてもらいました。また、県内7地

域で、森林とのふれあいや森林の大切さに

ついて考える「森の講座」を開催しました。 

Ⅳ 基本方針４ 森林づくりへの県民参画の推進 
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みえ森林フェスタ2013四日市での木の実のクラフト教室 

もりづくり月間の取組 

森の講座（松阪市）での木製時計づくり 

区分 開催場所 イベント内容等 

みえ森林フェスタ2013 

四日市 

オーストラリア記念館及び周辺広場 

（四日市市） 
木工体験、自然観察会、講演会など 

森の講座（四日市） 三重県民の森（菰野町） ネイチャークラフト教室 

森の講座（津） 
津偕楽公園 

（津市） 
自然観察と木工教室 

森の講座（松阪） 松阪市森林公園（松阪市） 森の散策、木製時計づくり 

森の講座（伊勢） 横山ビジターセンター（志摩市） 森の自然観察、コケ玉づくり 

森の講座（伊賀） 三重県上野森林公園（伊賀市） 竹笛づくり、音楽イベント 

森の講座（尾鷲） キャンプinn海山（紀北町） 森林の話、ネイチャーゲーム、丸太切り 

森の講座（熊野） 県立熊野少年自然の家（熊野市） 森林の話、オリエンテーリング、竹とんぼづくり 



 

Ⅳ 基本方針４ 森林づくりへの県民参画の推進 
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森の講座（志摩市）での森林の話 

森の講座（紀北町）での森林の話 



 

 

Ⅴ 主な施策と予算 
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Ⅴ　主な施策と予算

【基本施策】 【平成25年度に講じた主な取組と当初予算額】

県単森林環境創造事業費 165,106 千円
・公益的機能を重視する環境林の針広混交林化などの公的な整備の推進

環境林整備治山事業費 35,000 千円
・環境林で国補対象外の機能の低下した保安林の整備の推進

造林事業費 194,017 千円
・森林資源の充実と公益的機能を発揮させるための生産林の整備の促進

森林経営計画作成推進事業費 43,419 千円
・森林所有者等による森林の適切な管理や地域活動の促進

県行造林事業費 49,857 千円
・地上権を設定した県行造林地の森林管理の推進

治山事業費 2,252,142 千円
・機能の低下した保安林において治山施設の設置や森林整備の推進

県単治山事業費 1,334,601 千円
・山地災害危険地区などの荒廃森林の復旧・整備や保安林整備等の促進

地域森林計画編成事業費 8,200 千円
・地域の特性に応じた森林施業の推進目標や森林管理指針の整備

森林整備加速化・林業再生基金事業費 4,423,988 千円
・間伐などの森林整備、施設整備などによる林業再生の促進

林道事業費 538,186 千円
・森林整備につながる林道などの路網整備の促進

林業・木材産業構造改革事業費 848 千円
･木質内装化や木材加工処理施設の支援の実施

がんばる三重の林業創出事業費 41,992 千円
・集約化や木材流通の改善等による安定供給体制整備の促進

林業担い手育成確保対策事業費 15,127 千円
・林業後継者や林業労働力の確保と労働安全対策の促進

森林育成促進資金貸付事業費 130,300 千円
・森林組合等の事業展開に必要な資金の貸付

普及指導活動事業費 8,375 千円
・森林・林業に関する技術・知識の普及や森林施業に関する指導の実施

「もっと県産材を使おう」推進事業費 2,481 千円
・「三重の木」の認証制度の支援を実施して、県産材の利用促進

林
業
の
持
続
的
発
展

担い手の
育成及び
確保

【基本方針】

林業及び
木材産業
の振興

森林の整備
及び保全

森林の区分
に応じた
森林管理
の推進

森
林
の
多
面
的
機
能
の
発
揮

県産材の
利用の促進
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みえの森っ子まなびや・活動体験事業 2,453 千円

みんなでつくる三重の森林事業 6,543 千円

みえ森と緑の県民税普及啓発促進事業 8,127 千円
・平成26年４月からスタートする「みえ森と緑の県民税」の県民への周
知活動を推進

森林づくりの
意識の啓発

森林文化
の振興

･地域の人材を活用した森林環境教育の実施を促進して、子どもたち
が学校や野外で森林とふれあいながら学習する機会を提供森林環境

教育の振興

県民､ＮＰＯ､
企業等の
森林づくり

森
林
環
境
教
育
の
振
興

森
林
文
化
及
び

森
林
づ
く
り
へ
の

県
民
参
画
の
推
進

・森づくりに関する情報提供やマッチングなどを行い、さまざまな主体の
森林整備や緑化活動への参加を促進



 

  

参考資料１ 
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            平成17年10月21日 

            三重県条例第83号 

 

三重の森林づくり条例 

 

三重の森林は、県土の保全、水源のか

ん養、自然環境の保全、公衆の保健、地

球温暖化の防止、林産物の供給等の多面

にわたる機能（以下「森林の有する多面的

機能」という。）を発揮するとともに、生活、

文化活動の場として県民に恩恵をもたらし

てきた。また、三重の森林は、自然の生態

系を支え、多様な生物をはぐくみ、人と生

物の共生の場となってきた。 

しかし、輸入木材の増加に伴う木材価格

の低迷と人件費等の生産費の上昇によっ

て林業の採算性は大幅に低下し、林業経

営意欲が減退するとともに、山村の過疎と

高齢化の進行により、森林資源の循環利

用を支えてきた林業が大きな打撃を受け、

放置林の増加など森林の適正な管理が困

難になっており、森林の有する多面的機能

は危機に瀕（ひん）している。 

森林が豊かで健全な姿で次代に引き継

がれるよう、国、県、市町、事業者、森林所

有者等及び県民一人一人が森林及び林

業に関する共通の認識を持ち、互いに協

働しながら百年先を見据えた豊かな三重

の森林づくりの実現に向けて取り組まなけ

ればならない。 

ここに、私たちは、三重の森林が県民の

かけがえのない財産であることを認識し、

森林の有する多面的機能を効果的に発揮

させることによって環境への負荷が少ない

循環型社会の構築に貢献していくことを決

意し、本条例を制定する。 

 

（目的） 

第一条 この条例は、三重の森林を守り、

又は育てること（以下「三重のもりづくり」と

いう。）について、基本理念を定め、並びに

県、森林所有者等、県民及び事業者の責

務を明らかにするとともに、県の施策の基

本となる事項を定めることにより、三重のも

りづくりに関する施策を総合的かつ計画的

に推進し、県民の健康で文化的な生活の

確保に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲

げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

一 森林所有者等：森林の所有者又は森

林を使用収益する権原を有する者をいう。  

二 森林資源の循環利用：育林及び伐採

を通じて森林から林産物を繰り返して生産

し、並びにその林産物を有効に活用するこ

とをいう。 

三 県産材：三重県の区域にある森林から

生産された木材をいう。 

 

（多面的機能の発揮） 

第三条 三重のもりづくりに当たっては、森

林の有する多面的機能が持続的に発揮さ

れるよう、将来にわたって、森林の整備及

び保全が図られなければならない。 

 

（林業の持続的発展） 

第四条 三重のもりづくりに当たっては、森

林資源の循環利用を図ることが重要である

ことにかんがみ、林業生産活動が持続的に

行われなければならない。 

 

（森林文化及び森林環境教育の振興） 

第五条 三重のもりづくりに当たっては、森

林が継承されるべき郷土の歴史的、文化

的な財産であるとともに、自然環境を理解

するための教育及び学習の場であることに

かんがみ、その保全及び活用が図られな

ければならない。 
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（県民の参画） 

第六条 三重のもりづくりに当たっては、森

林の恩恵は県民の誰もが享受するところで

あることにかんがみ、森林は県民の財産で

あるとの認識の下に、県民の参画を得て、

森林の整備及び保全が図られなければな

らない。 

 

 （県の責務） 

第七条 県は、第三条から前条までに定め

る三重のもりづくりの推進についての基本

理念（以下「基本理念」という。）に基づき、

三重のもりづくりに関する施策を総合的に

策定し、及び計画的に実施する責務を有

する。 

２ 県は、三重のもりづくりを推進するに当

たっては、県民、森林所有者等及び事業

者との協働に努めるとともに、国及び市町

との緊密な連携を図るものとする。 

３ 県は、隣接する府県において三重のも

りづくりに関する理解が得られるよう努める

ものとする。 

 

（森林所有者等の責務） 

第八条 森林所有者等は、基本理念に基

づき、森林の有する多面的機能が確保さ

れることを旨として、その森林の整備及び

保全が図られるよう努めなければならな

い。 

２ 森林所有者等は、県が実施する三重の

もりづくりに関する施策に協力するよう努め

るものとする。 

 

（県民の責務） 

第九条 県民は、基本理念に基づき、三重

のもりづくりに関する活動に参画するよう努

めるとともに、県が実施する三重のもりづく

りに関する施策に協力するよう努めるものと

する。 

（事業者の責務） 

第十条 林業を行う者（権原に基づき、森

林において育林又は伐採を行う者をい

う。）及び林業に関する団体は、基本理念

に基づき、森林の整備及び保全に努めると

ともに、県が実施する三重のもりづくりに関

する施策に協力するよう努めるものとする。 

２ 木材産業その他の林産物の流通及び

加工の事業（以下「木材産業等」という。）

の事業者は、その事業活動を行うに当たっ

ては、林産物の適切な供給を通じて森林

資源の循環利用に資するよう努めるととも

に、県が実施する三重のもりづくりに関する

施策に協力するよう努めるものとする。 

 

（基本計画） 

第十一条 知事は、三重のもりづくりに関

する施策の総合的かつ計画的な推進を図

るため、三重のもりづくりについての基本的

な計画（以下「基本計画」という。）を定めな

ければならない。 

２  基本計画は、三重のもりづくりに関する

中長期的な目標、基本となる方針、施策 

の方向その他必要な事項を定めるものとす

る。 

３ 知事は、基本計画を定めようとすると 

きは、あらかじめ、三重県森林審議会の意

見を聴き、議会の議決を経なければならな

い。 

４ 知事は、基本計画を定めようとするとき

は、県民の意見を反映することができるよ

う、必要な措置を講ずるものとする。 

５ 知事は、基本計画を定めたときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。 

６ 知事は、毎年一回、基本計画に基づく

施策の実施状況について議会に報告する

とともに、これを公表しなければならない。 

７ 第三項から第五項までの規定は、基本

計画の変更について準用する。 
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（森林の整備及び保全） 

第十二条 県は、将来にわたって森林の

整備及び保全を図るため、間伐の促進そ

の他森林施業の推進に必要な措置を講ず

るよう努めなければならない。 

 

（効果的かつ効率的な森林づくり） 

第十三条 県は、効果的かつ効率的な森

林の整備及び保全を図るため、森林の区

分（重視すべき機能に応じて森林を区分す

ることをいう。）に応じた森林の管理その他

必要な措置を講ずるよう努めなければなら

ない。 

 

（林業及び木材産業等の健全な発展） 

第十四条 県は、森林資源の循環利用の

重要性にかんがみ、林業及び木材産業等

の健全な発展を図るため、県産材安定供

給体制の強化、林産物の活用の促進その

他必要な措置を講ずるよう努めなければな

らない。 

 

（担い手の育成及び確保） 

第十五条 県は、持続的に林業生産活動

を担うべき人材の育成及び確保を図るた

め、教育、普及その他必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。 

 

（県産材の利用の促進） 

第十六条 県は、県産材の利用の拡大が

三重のもりづくりに資することにかんがみ、

その利用を促進するため、県産材の認証

制度の推進その他必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。 

２ 県は、公共施設、公共事業等への 

県産材の積極的な利用を促進するため、

必要な措置を講ずるよう努めなければなら

ない。 

（森林文化の振興） 

第十七条 県は、森林が歴史的、文化的

に県民の生活と密接な関係を有することに

かんがみ、人と森林との関係から形成され

る文化を振興するため、県民が森林に触

れ合う機会の確保その他必要な措置を講

ずるよう努めなければならない。 

 

（森林環境教育の振興） 

第十八条 県は、三重のもりづくりには県

民の理解が必要なことにかんがみ、森林と

生活及び環境との関係に関する教育を振

興するため、県民が森林について学ぶ機

会の確保その他必要な措置を講ずるよう努

めなければならない。 

 

（県民、森林に関する団体等の活動への

支援） 

第十九条 県は、県民、森林に関する団体

（緑化活動その他の森林の整備及び保全

に関する活動を行う団体をいう。）等が自発

的に行う三重のもりづくりに関する活動を支

援するため、情報の提供その他必要な措

置を講ずるよう努めなければならない。 

 

（三重のもりづくり月間） 

第二十条 県民が森林のもたらす恩恵に

ついて理解を深め、三重のもりづくりに参

画する意識を高めるため、三重のもりづくり

月間を設ける。 

２ 三重のもりづくり月間は、毎年10月とす

る。 

３ 県は、三重のもりづくり月間において、

その趣旨にふさわしい事業を実施するもの

とする。 

 

（財政上の措置） 

第二十一条 県は、三重のもりづくりに関

する施策を実施するため、必要な財政上

の措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。た

だし、第二十条の規定は、平成18年4月1
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日から施行する。 

 

２ この条例の施行（前項本文の規定によ

る施行をいう。）の日から市町村合併により

村が廃されることに伴う関係条例の整理に

関する条例（平成17年三重県条例 

第六十七号）の施行の日の前日までの間

におけるこの条例の適用については、前文

及び第七条中「市町」とあるのは、「市町

村」とする。 

 

３ この条例の施行後5年を経過した場合

において、この条例の施行の状況につい

て検討が加えられ、必要があると認められ

るときは、所要の措置が講ぜられるものとす

る。 
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第１ 基本計画策定の考え方 

１ 基本計画策定の趣旨 

林業採算性の悪化や山村の過疎化・高

齢化の進行により林業が大きな打撃を受

け、林業や山村地域の人々だけでは森林

を適正に守り育てていくことが困難になっ

ている状況を受け、三重の森林を県民の

共有の財産と捉え、国、県、市町、事業

者、森林所有者等及び県民一人ひとりが、

それぞれの責任と役割に応じて互いに協

働しながら豊かで健全な姿で次代に引き

継いでいくため、平成17年10月に「三重の

森林づくり条例」（以下「条例」といいま

す。）が制定されました。 

条例の規定に基づき、三重の森林づくり

に関する施策を総合的かつ計画的に推進

するため、「三重の森林づくり基本計画」

（以下「基本計画」といいます。）を平成18

年3月に策定しました。 

条例の基本理念を受けて、「森林の多

面的機能の発揮」「林業の持続的発展」

「森林文化及び森林環境教育の振興」「森

林づくりへの県民参画の推進」の4つを基

本方針とし、基本方針ごとに中長期的な目

標を定め、進行管理を行いながら計画的

に取組を進めてきました。 

 

基本計画策定から5年を経過する中で、

森林・林業を巡る社会情勢は大きく変化し

てきており、今後、これらの変化に的確に

対応し三重県の森林づくりを進め、林業を

再生していく必要があると考えています。 

こうした中で、平成24年度から県の新し

い長期的な戦略計画である「みえ県民力

ビジョン」に基づき、「協創」という考え方で

新しい三重づくりを進めていくこととしてい

ます。 

三重県では、これまでの基本計画に基

づき、恩恵を受けている県民の皆さんの参

画により社会全体で森林づくりを進めてい

ますが、これは、「協創」の考え方と合致す

るものです。 

今回、「みえ県民力ビジョン」のスタート

に合わせ、基本計画の見直しを行い「三重

の森林づくり基本計画2012」（以下「基本

計画2012」といいます。）を策定します。 

 

２ 基本計画の期間 

 平成18年に策定した当初の基本計画は

20年先を見据え、目標年次を平成37年度

とした計画でした。 

 近年の社会情勢の変化のスピードは一

段と早まっており、計画策定後の森林・林

業を巡る状況も大きく変化してきていま

す。 

 このようなことを考慮し、「基本計画2012」

では、条例で掲げている「百年先を見据え

た豊かな三重の森林づくりの実現」を目指

しながら、目標年次は当初の基本計画の

平成37年度とし、その実現に向けて必要

な具体的な施策を示すこととします。 

 

第２ 基本方針 

１ 条例の基本理念 

条例では、森林づくりに関する施策を進

めるうえでの基本理念として次のとおり規

定しています。 

基本計画では、この基本理念を受けて4

つの基本方針を定めます。 

・基本方針１ 森林の多面的機能の発揮 

・基本方針２ 林業の持続的発展 

・基本方針３ 森林文化及び森林環境教

育の振興 

・基本方針４ 森林づくりへの県民参画の

推進 

 

２ 基本方針と目標 

三重の森林づくりの基本方針とそれぞ

れの目標を次のとおり示します。 

基本方針１ 森林の多面的機能の発揮 

森林は、木材の供給をはじめ、水源の

かん養や県土の保全、地球温暖化の防止
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等の多面的機能を有していますが、適正

な整備を行わなければ、こうした機能が発

揮されません。 

このため、森林資源の有効活用を図りな

がら、森林の適切な整備及び保全を進め

ることにより、将来にわたる森林の多面的

機能の持続的な発揮をめざします。 

 【数値目標】 

＊目標値は、2006(H18)年以降の間伐実

施面積の累計としました。 

＊現状値は、2006～2010(H18～H22)年

度までの間伐実施面積累計です。   

 【指標選定の理由】 

  森林の多面的機能を発揮させるために

は、森林を適正に管理することが重要で

す。人工林の整備においては、間伐が重

要な施業であり、間伐の実施面積を指標と

して選定しました。 

 

基本方針２ 林業の持続的発展 

林業は、木材価格の低迷による採算性

の悪化等から活力が失われていますが、

木材生産活動を通じ山村経済の活性化や

低炭素社会づくりに貢献するとともに、森

林の公益的機能の発揮につながることか

ら、林業の持続的発展を図ります。 

 【数値目標】 

＊数値は、木材需給報告書等から県が調

査したデータです。 

 【指標選定の理由】 

 「緑の循環」を円滑に機能させ、林業を

活性化するためには、県産材の利用を進

め、素材生産量の安定確保を図ることが最

も重要です。 

こうしたことから、林業の持続的発展を

表す指標として、スギ・ヒノキの素材生産量

を選定しました。 

 

基本方針３ 森林文化及び森林環境教育  

   の振興 

 森林は継承されるべき郷土の歴史的、文

化的な財産であり、自然環境の教育及び

学習の場でもあることから、その森林の保

全及び活用、学習機会の提供や環境の整

備により、森林文化及び森林環境教育の

振興を図ります。 

 【数値目標】 

＊数値は、県のデータベースに基づく指

導者数とその活動回数です。 

＊現状値の指導者数は、緑の少年隊指導

者、森林ボランティア指導者、森林インスト

ラクター等の人数で、その活動回数につい

ては、アンケート調査に基づく実活動回数

です。 

【指標選定の理由】 

森林文化及び森林環境教育の振興を

図るためには、森林づくり活動や教育普及

を進めるリーダーの育成が重要なことか

ら、指導者数とその活動回数を指標として

設定しました。 
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指標 現状 

(2004年) 

～2015年 

（H27） 

～2025年 

（H37) 

森林文化・森林

環境教育 

 指導者数及び

活動回数 

 

455人 

1,489回 

 

650人 

2,000回 

 

800人 

3,000回 
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指標 現状 

(2004年) 

～2015年 

（H27） 

～2025年 

（H37) 

間伐実施面積 

（累計） 

7,249ｈａ 84,000ｈａ 140,000ｈａ 

指標 現状 

(2004年) 

～2015年 

（H27） 

～2025年 

（H37) 

県産材 

(ｽｷﾞ･ﾋﾉｷ) 

素材生産量 

 

239千㎥ 

 

 

402千㎥ 

 

 

498千㎥ 



基本方針４ 森林づくりへの県民参画の 

  推進 

森林の恩恵は広く県民の皆さん誰もが

享受するものであり、森林は県民の財産で

あるとの認識のもと、森林づくりを社会全体

で支える環境づくりを進め、県民参画の推

進を図ります。 

 

 【数値目標】 

＊数値は、県民、NPO、企業などさまざま

な主体の森林づくりに関する活動や催し

への参加者数です。 

＊現状値は、県及び(公社)三重県緑化推

進協会等が主催、後援等を行った森林づ

くりに関する催しへの参加者数です。 

 【指標選定の理由】 

県民の参画を幅広く捉え、森林づくりに

つながる多様な活動等への参加者数を指

標として設定しました。 

 

第３ 基本施策 

各基本方針に沿って、次のとおり基本

施策を定めます。 

【基本方針１ 森林の多面的機能の発揮】 

１－（１）森林の整備及び保全 

効果的かつ効率的に森林整備を行うた

め、森林の区分に応じた多様な森林整備

を進めるとともに、森林の保全に必要な施

設等の整備を進めます。 

 

１－（２）森林の区分に応じた森林管理の 

 推進 

効果的かつ効率的な森林整備が進めら

れるよう、森林ゾーニングなどにより重視す

る森林の機能に応じた森林管理を進めま

す。 

 

【基本方針２ 林業の持続的発展】 

２－（１）林業及び木材産業等の振興 

林業及び木材産業等を活性化するた

め、生産から流通・加工に至る連携の強化

や合理化を進めるとともに、施業の集約化

や基盤整備等により生産性の向上を図りま

す。 

 

２－（２）担い手の育成及び確保 

将来にわたる適切な森林の整備や、持

続的な森林経営のもとで活力ある木材生

産が行われるよう、多様な人材の育成・ 

確保や林業事業体等の育成強化を図りま

す。 

 

２－（３）県産材の利用の促進 

県産材の利用は、「緑の循環」を通した

森林整備の促進、林業の再生につながる

ことから、住宅建築や公共施設、木質バイ

オマス燃料等への積極的な利用を進めま

す。 

 

【基本方針３ 森林文化及び森林環境教 

 育の振興】 

３－（１）森林文化の振興 

県民の皆さんが森林との豊かな関わりを

持てるよう、森林と親しめる環境づくりや山

村地域の新たな魅力づくりを進めます。 

 

３－（２）森林環境教育の振興 

森林・林業や木に対する県民の理解と

関心を深めるため、学習の場の提供や指

導者の育成等を行います。 

 

【基本方針４ 森林づくりへの県民参画の 

 推進】 

４－（１）県民、ＮＰＯ、企業等の森林づくり 

 活動の促進 
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指標 現状 

(2004年) 

～2015年 

（H27） 

～2025年 

（H37) 

森林づくりへの

参加者数 

24,241人 30,000人 

 

40,000人 
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「森林は大切」という意識が「森林を守

る」という具体的な行動につながるよう、さ

まざまな主体がさまざまな方法で森林づく

りに参加できる仕組みづくりを進めます。 

 

４－（２）森林づくりの意識の啓発 

県民の皆さんの森林に対する理解を深

め、自主的な森林づくりへの参画を促す取

組を行います。 

 

第４ 具体的な施策 

各基本施策の具体的な施策を次のよう

に定めます。 

１ 森林の整備及び保全【基本施策１－ 

 （１）】 

（１）環境林整備の促進 

針広混交林への誘導や適切な更新等

により、公益的機能が継続して発揮される

多様な森林づくりを進めます。 

 

（２）生産林整備の促進 

持続的な林業生産活動を通じ、森林資

源の有効利用を図りながら、間伐等の必

要な森林整備を進めます。 

また、伐採後の造林未済地の発生を防

止するとともに、均衡のとれた森林資源を

育成・確保するため、適切な伐採と確実な

再造林を進めます。 

 

（３）県行造林地の適切な管理の推進 

間伐等の適切な森林管理を行うととも

に、地球温暖化対策の森林吸収源として

の活用を進めることで、木材生産と環境保

全が調和した森林づくりを行います。 

 

（４）保安林制度等による森林の保全管理 

 の推進 

保安林制度や林地開発許可制度等を

適正に運用することにより、森林の適切な

保全・管理を進めるとともに、利用の適正

化を図ります。 

 

（５）災害に強い森林づくりの推進 

豪雨等による山崩れ等の山地災害や流

木災害から、県民の生命・財産を守るた

め、治山事業等により保安林の機能強化

を図るとともに、人家等の周辺において必

要な施設の整備や維持管理、森林の整備

を進めます。 

 

（６）野生鳥獣との共生の確保 

ニホンジカ等による森林の被害の軽減

を図るため必要な防除対策を実施するとと

もに、野生鳥獣との共生を図るため生息環

境等に配慮した森林整備を進めます。 

 

（７）森林病虫害対策及び森林災害対策 

 の強化 

 森林に多大な被害を与える病害虫につ

いて、早急かつ的確な防除を行います。ま

た、林野火災予防の普及啓発を行うととも

に、森林保険への加入を進めます。 

 

２ 森林の区分に応じた森林管理の推進 

 【基本施策１－（２）】 

（１）市町等と連携した森林管理の推進 

市町と連携して、森林計画制度の適切

な運用等を図りながら、地域の実情に即し

た効果的かつ効率的な森林管理を進めま

す。また、国有林や隣接府県と連携し、適

正な森林管理を進めます。 

 

（２）森林資源データの整備と情報提供 

森林の区分に応じた適切な森林管理や

持続的な森林経営を進めるため、市町、

森林組合等と連携を図り、資源や施業履

歴等の正確な森林情報の把握整理を進め

るとともに、森林ＧＩＳ等を活用し、森林資

源データの情報提供を行います。 
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（３）森林の公益的機能発揮に向けての研 

 究 

水源のかん養や土砂の流出防備など森

林の公益的機能を効果的に発揮させるた

めに、森林の適正な管理や造成の研究に

取り組み、その成果の移転を進めます。 

 

３ 林業及び木材産業等の振興【基本施 

 策２－（１）】 

（１）森林施業の集約化の促進 

小規模分散化している森林の施業の効

率化や木材の生産性向上を図るため、森

林経営計画制度に基づき、路網開設と森

林施業を一体的に行う施業の集約化を進

めます。 

  

（２）原木の低コスト生産体制整備の促進 

木材の生産性の向上を図るため、路網

整備や高性能林業機械の導入などによ

り、地域の実情にあった低コスト作業シス

テムづくりを進めます。 

併せて、木材直送などによる原木流通

の効率化や低コスト化により、製材工場等

の大型化等に対応できる県産材の低コスト

生産供給体制の構築を図ります。 

 

（３）木材の流通・加工・供給体制整備の

促進 

木材加工の高付加価値化、流通の合理

化、製品の規格化等により、市場ニーズに

的確に対応できる品質・性能の確かな製

品の安定供給体制づくりを進め、地域材を

供給する木材産業の振興を図ります。 

 

（４）特用林産の振興 

安全で安心な特用林産物を供給するた

め、生産者に対し生産体制の整備や研修

会等を行うとともに、消費拡大を図るためイ

ベント等を通じ普及啓発を図ります。 

また、きのこの生産や利用に関する研究

を進めます。 

 

（５）効率的な木材生産のための研究 

林業の生産性の向上を図るため、森林

施業や機械化に関する研究や、生産・流

通・加工を一体的に捉えたトータルコストの

低減に関する研究に取り組み、その成果

の移転を進めます。 

 

４ 担い手の育成及び確保【基本施策２－ 

 （２）】 

（１）林業の担い手の育成・確保 

新たな担い手を確保するため、森林・林

業の就業等に関する情報提供等を行うとと

もに、新規就業者の定着率の向上等を図

るため、職場環境や雇用条件の改善、林

業労働災害の防止等を進めます。 

また、集約化施業を推進し木材安定供

給体制を構築するため、フォレスター、施

業プランナー、機械オペレーター等の人

材育成を進めます。 

 

（２）林業経営体、林業事業体の育成・強 

 化 

地域林業の中核的担い手となる林業経

営体や林業事業体を育成・確保するた

め、経営支援や機械化の促進等により経

営改善や基盤強化を進めます。 

また、森林経営計画の実行や木質バイ

オマスの総合利用を推進するため、新規

参入の促進等により必要な事業体の育

成・確保を進めます。 

 

（３）山村地域の生活環境の整備 

山村地域の生活環境の向上を図るた

め、林道整備や治山事業等により安全で

快適な居住環境づくりを進めます。 

 

５ 県産材の利用の促進【基本施策２－ 

 （３）】 

（１）県産材の新たな販路開拓 

新たな県産材の需要を開拓するため、
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大都市圏など大消費地における木造住宅

等への販路開拓を進めるとともに、住宅以

外の木材利用や新たな県産材製品の需

要拡大に取り組みます。 

 

（２）県産材利用に関する県民理解の促進 

県産材の利用を促進するため、環境や

健康面での木材の特性や森林づくりにお

ける県産材利用の意義について普及啓発

を行うとともに、正しい木材情報の提供等

を行います。 

 

（３）信頼される県産材の供給の促進 

基準が明確な『三重の木』や『あかね材』

の認証制度の普及、定着化などにより、安

心して使える県産材の供給を促進します。 

（４）木造住宅の建設の促進 

県産材を利用した木造住宅の建築を促

進するため、木材関連業者と工務店、建

築士等との連携等により『三重の木』住宅

等の普及、販路拡大を進めます。 

 

（５）公共施設等の木材利用の推進 

県産材の利用拡大を図るため、県有施

設の木造・木質化を進めるとともに、市町

が整備する公共施設や民間施設等の木

造・木質化を働きかけます。 

また、県が実施する公共工事等で間伐

材等の利用を進めるとともに、国、市町が

実施する公共事業への利用を働きかけま

す。  

 

（６）木質バイオマスの有効利用の推進 

林業を再生し、低炭素社会づくりにつな

がる間伐材等の木材の有効活用を図るた

め、合板用材の需要拡大や木質バイオマ

スのエネルギー利用等の推進を図ります。 

また、木質バイオマスの総合利用を進め

るため、効率的な木材の生産、収集・搬出

の仕組みづくりを進めます。 

 

（７）新製品・新用途の研究・開発の促進 

消費者ニーズを反映した、付加価値が

高く、使いやすい木材製品の研究開発と

技術の移転を進めます。 

 

６ 森林文化の振興【基本施策３－（１）】 

（１）新たな森林の価値の活用 

森林の多様な価値や山村地域の持つ

潜在的な価値を活かした新たな森林づくり

や魅力ある地域づくりの取組を進めます。 

 

（２）森林を活かした連携交流の促進 

都市住民が森林への理解を深め、森林

を支える山村住民が元気になるよう、森林

や山村地域の魅力を活かした体験交流を

進めます。 

また、森林は豊かできれいな海づくりな

どに大きな役割を果たしていることから、漁

業関係者等との森林づくりを通した連携交

流を進めます。 

 

（３）里山の整備及び保全の促進 

人との関わりの中で、生物の多様性を維

持しながら、地域の暮らしや文化を支えて

きた里山の自然環境を守り、身近な自然と

のふれあいの場、活動の場として再生・活

用するため、地域住民や団体等による里

山保全活動を進めます。 

 

（４）森林文化の継承 

人と森林との関わりにより育まれてきた

森林文化を継承していくため、巨樹・古木

や街中の森等の保存や活用を進めます。 

 

７ 森林環境教育の振興【基本施策３－ 

 （２）】 

（１）森林の役割に関する県民理解の促進 

県民の皆さんの森林･林業に対する理

解と関心を高めるため、森林の持つ機能

や役割、県内の森林・林業をめぐる諸課

題、地球規模での森林の問題等の情報を

提供します。 
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（２）森林とのふれあいの場の提供 

森林・林業への県民の理解を深めるた

め、市町や森林所有者と連携し、森林・林

業について学習や体験できる場の確保

等、気軽にふれあえる環境づくりを進めま

す。 

 

（３）森林環境教育の効果的な推進 

県民の皆さんの森林に対する理解と関

心を高めるため、市町や団体等のさまざま

な主体と連携して、森林環境教育の機会

の増大を図ります。また、森林環境教育を

効果的に実施するため、必要な教育プロ

グラム等の提供や学習環境を整備するとと

もに、指導者の育成等を進めます。 

 

８ 県民、ＮＰＯ、企業等の森林づくり活動 

 の促進【基本施策４－（１）】 

（１）森林づくり活動への県民参加の促進 

森林づくりへのさまざまな主体の参加を

促すため、市町や団体等のさまざまな主

体と連携し、活動場所の確保やリーダー等

の育成、情報の提供等を行い、県民やボ

ランティア、ＮＰＯ、企業などの活動を促進

します。 

 

（２）幅広い県民参画の機会の創出 

森林所有者、事業者、県民等の幅広い

参画と合意形成のもとで森林づくりを進め

るため、県民の皆さんがさまざまな形で森

林づくりに参画できる環境づくりを進めま

す。 

 

（３）身近な緑化活動の推進 

森林・林業への理解がひろがるよう、緑

化活動に取り組む団体等と連携し、花木

の植栽等の身近な緑化活動を通して、県

民の皆さんの緑化意識の高揚を図ります。 

 

９ 森林づくりの意識の啓発【基本施策 

 ４－（２）】 

（１）三重のもりづくり月間の取組 

社会全体で森林を支える社会環境づく

りを進めるため、ＮＰＯや関係団体、企業

等のさまざまな主体と連携して、県民の皆

さんの森林や木材への理解や三重の森林

づくりへの参画を促進する各種活動を 

毎年10月のもりづくり月間を中心に進めま

す。 

 

第５ 計画の進行管理 

本計画の目標の達成に向けた施策の着

実な実施を図るため、計画の的確な進行

管理を行います。 

 

１ 数値目標による進行管理 

施策の実施状況を確認するため、第2の

2に掲げた基本方針ごとの数値目標の項

目について、毎年度の進捗状況を把握し

ます。 

 

２ 年次報告及び公表 

本計画に掲げた数値目標の達成状況

や施策の実施状況を、毎年度、県議会に

報告するとともに、ホームページ等を通じ、

その内容を公表します。 

また、森林審議会等の機会を通じ県民

や関係団体の皆さんの意見の把握を行い

ます。 

これらの意見の反映を図りながら、効果

的な施策を進めていきます。  

 

３ 計画の見直し 

本計画は、目標年次を平成37年度に定

め、森林づくりの展開方向と目標を実現す

るために必要となる施策を示しています

が、この間の森林・林業を取り巻く状況や

財政状況の変化等、必要に応じて計画の

見直しを行います。 
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　　（基本方針） 　（基本施策） 　　　　　　　（施　　策）

1 森林の多面的機能
   の発揮

2 林業の持続的発展

3 森林文化及び森林
   環境教育の振興

1-(1)

1-(2)

2-(1)

2-(2)

3-(1)

森林の整備及び保全

(3)木材の流通・加工・供給体制整備の促進

(4)特用林産の振興

(5)効率的な木材生産のための研究

(1)林業の担い手の育成・確保

(4)木造住宅の建設の促進

(5)公共施設等の木材利用の推進

(1)環境林整備の促進

(2)生産林整備の促進

(3)県行造林地の適切な管理の推進

(4)保安林制度等による森林の保全管理の推進

(5)災害に強い森林づくりの推進

(6)野生鳥獣との共生の確保

(1)三重のもりづくり月間の取組

(3)身近な緑化活動の推進

(1)新たな森林の価値の活用

(7)新製品・新用途の研究・開発の促進

(2)森林を活かした連携交流の促進

(3)里山の整備及び保全の促進

(4)森林文化の継承

(1)森林の役割に関する県民理解の促進

(2)森林とのふれあいの場の提供

(3)森林環境教育の効果的な推進

(7)森林病虫害対策及び森林災害対策の強化

(1)市町等と連携した森林管理の推進

(2)林業経営体、林業事業体の育成・強化

(3)山村地域の生活環境の整備

(2)県産材利用に関する県民理解の促進

(3)信頼される県産材の供給の促進

(1)県産材の新たな販路開拓

(2)森林資源データの整備と情報提供

(3)森林の公益的機能発揮に向けての研究

(1)森林施業の集約化の促進

(1)森林づくりへの県民参加の促進

(2)幅広い県民参画の機会の創出

(6)木質バイオマスの有効利用の推進

４　森林づくりへの
　　県民参画の推進

森林の区分に応じた森林
管理の推進

林業及び木材産業等の
振興

(2)原木の低コスト生産体制整備の促進

3-(2)

4-(1)

森林環境教育の振興

4-(2)

森林文化の振興

森林づくりの意識の啓発

担い手の育成及び確保

県産材の利用の促進2-(3)

県民、ＮＰＯ、企業等の森林
づくり活動の促進



ア 行 
 

ＮＰＯ 

Non-Profit Organization の略。営利を

目的としない民間の組織や団体のこと。 

あかね材 

スギノアカネトラカミキリ等の食痕が見ら

れる木材のうち、一定の規格基準に適合

することを「あかね材認証機構」により認証

された木材製品。 

 

カ 行 
 

カーボンニュートラル 

バイオマスを燃焼すること等により放出

される二酸化炭素は、生物の成長過程で

光合成により大気中から吸収した二酸化

炭素であることから、バイオマスは、人間の

ライフサイクルの中では大気中の二酸化炭

素を増加させない。この特性を称して「カ

ーボンニュートラル」という。 

架線集材 

空中に張ったワイヤーロープを使って、

伐採した木を林道端等に集める方法。 

環境林 

原則として木材生産を目的とせず、森林

の有する公益的機能の高度発揮をめざす

森林。 

環境負荷 

環境に与えるマイナスの影響を指す。環

境負荷には、人的に発生するもの（廃棄

物、公害、土地開発、焼畑、干拓、戦争、

人口増加など）があり、自然的に発生する

もの（気象、地震、火山など）も環境負荷を

与える一因である。 

間伐 

育成段階にある森林において樹木の混

み具合に応じて育成する樹木の一部を伐

採（間引き）し、残存木の成長を促進する

作業。この作業により生産された丸太が間

伐材。一般に、除伐後から、主伐までの間

に育成目的に応じて間断的に実施。 

・搬出間伐：間伐材を林地から搬出して利

用する間伐のこと。 

・伐捨間伐：間伐材を林地から搬出しない

間伐のこと。 

企業の森 

企業が社会貢献・環境貢献の一環とし

て行う森林づくり活動。伐採後植林されず

放置されたり、間伐等の手入れが遅れて

いる森林を中心に、社員やその家族が直

接、又は森林組合等に委託して植樹や森

林整備を行う。 

県行造林 

森林資源の造成及び林野の保全を図る

ことを目的として、県が土地所有者と分収

契約を結んで造林を行い、その収益を土

地所有者と分収すること。 

高性能林業機械 

従来のチェーンソーや集材機等に比べ

て、作業の効率化や労働強度の軽減等の

面で優れた性能を持つ林業機械。 

【主な高性能林業機械】 

フェラーバンチャ：樹木を切り倒し、それを

つかんだまま、搬出に便利な場所へ集積

できる自走式機械。 

スキッダ ： 伐倒木を牽引式で集材する集

材専用トラクタ。 

プロセッサ：伐採木の枝払い、玉切りと玉

切りした丸太の集積作業を一貫して行う自

走式機械。 

ハーベスタ：伐採、枝払い、玉切り（材を一

定の長さに切りそろえること）の各作業と玉

切りした材の集積作業を一貫して行う自走

式機械。 

フォワーダ：玉切りした材をグラップルを用

いて荷台に積載し、運ぶ集材専用トラク

タ。 

タワーヤーダ：架線集材に必要な元柱の

代わりとなる人工支柱を装備した移動可能
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な集材車。 

スイングヤーダ：建設用ベースマシンに集

材用ウィンチを搭載し、旋回可能なブーム

を装備する集材機。 

 

サ行 

 
再生可能エネルギー 

エネルギー源として永続的に利用するこ

とができる再生可能エネルギー源を利用

することにより生じるエネルギーの総称。具

体的には、太陽光、風力、水力、地熱、太

陽熱、バイオマスなどをエネルギー源とし

て利用することを指す。 

再造林 

人工林を伐採した跡地に再び人工造林

を行うこと。 

作業道 

林道を補完し、除間伐等の作業を行うた

めに作設される簡易な構造の道。 

里山林 

居住地近くに広がり、薪炭林の伐採、落

葉の採取等を通じて地域住民に利用され

ている、あるいは利用されていた森林。 

ＧＩＳ 

Geographic Information Systems の

略。様々な地形図や写真等をコンピュータ

上で扱える地図としてマッピングしたものが

電子地図であり、その情報に対応した様々

な属性情報を地図上に重ね合わせて表示

させたり、別の電子地図同士を重ね合わ

せることで、主題図を作成したり、様々な比

較や分析を行うことができるコンピュータシ

ステム。 

持続可能な森林管理 

森林を生態系としてとらえ、森林の保全

と利用を両立させ、森林に対する多様なニ

ーズに永続的に対応すること。 

下刈 

植栽した苗木の生長を妨げる雑草や灌

木を刈り払う作業。一般に、植栽後の数年

間、毎年、春から夏の間に実施。 

市町村森林整備計画 

森林法に基づき、市町村長が市町村内

の民有林について、5年ごとに作成する10 

年間の計画。 

主伐 

次の世代の森林の造成を伴う森林の一

部又は全部の伐採。 

循環型社会 

天然資源の消費を抑制し，環境への負

荷ができる限り低減される社会。 

除伐 

育成の対象となる樹木の生育を妨げる

他の樹木を刈り払う作業。一般に、下刈を

終了してから、 

植栽木の枝葉が茂り、互いに接し合う状

態になるまでの間に数回実施。 

針広混交林 

針葉樹と広葉樹が混じりあった多層な森

林。 

人工林 

人手による苗木の植栽や種子のまき付

けなどにより造成された針葉樹や広葉樹の

森林。 

森林インストラクター 

（社）全国森林レクリエーション協会が認

定する、自然環境教育を目指す「森の案

内人」のこと。 

森林公園など森林を利用する一般の

人々に対して森林や林業に関する解説を

したり、森林内での野外活動の指導などを

行う。 

森林環境教育 

森林内での多様な体験活動などを通じ

て人々の生活や環境と森林との関係につ

いて学び、森林の多面的機能や森林資源

の循環利用の必要性等に対する理解を醸

成すること。 

森林組合 
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森林所有者を組合員とする協同組織と

して、森林組合法に基づいて設立された

協同組合。組合員の所有森林に対する林

業経営の相談や森林管理、森林施業の受

託、林産物の加工・販売、森林保険などの

業務を実施。 

森林経営計画制度 

平成23 年の森林法改正により創設され

た制度で、森林所有者又は森林経営の受

託者が、面的まとまりをもって、森林施策や

作業路網、森林の保護に関する事項も含

めた5 年を一期とする計画を作成し、市町

村長の認定を受けるもの。 

森林計画制度 

森林法によって定められた、森林の

様々な取り扱いに関する計画体系。国によ

る全国森林計画、都道府県による地域森

林計画、市町村による市町村森林整備計

画、森林所有者などによる森林経営計画

などがある。 

森林資源の循環利用 

森林は伐採を行っても、造林・間伐など

適切な整備を行うことにより再生することが

出来る「再生可能な資源」であり、その森

林から生産した木材を無駄なく長期にわた

って利用すること。 

森林整備 

森林施業とそのために必要な施設（林

道等）の作設、維持を通じて森林を育成す

ること。 

森林施業 

目的とする森林を育成するために行う造

林、保育、伐採等の一連の森林に対する

人為的行為を実施すること。 

森林施業の集約化 

林業事業体などが隣接する複数の森林

所有者から路網の作設や間伐等の施業を

一括して行うこと。個々に行うよりも効率的

に施業を行いコストダウンを図ることが可

能。 

森林ゾーニング 

森林を機能などに応じて区分すること。 

三重県型森林ゾーニング：森林の有す

る多様な機能を持続的かつ効果的に発揮

させるため、重視する機能に着目し「生産

林」と「環境林」に区分すること。 

森林の公益的機能 

水源のかん養、土砂災害の防止、二酸

化炭素を吸収することによる地球温暖化の

防止、野生鳥獣の生息の場や人々の心の

安らぎの場の提供など、不特定多数の

人々が享受できる、安全で快適な生活を

するためになくてはならない大切な森林の

働き。 

森林の多面的機能 

地球温暖化の防止、国土の保全、水源

のかん養、自然環境の保全、良好な景観

の形成、文化の伝承等の公益的機能と木

材の生産機能をあわせた森林がもつ機

能。 

森林の団地化 

森林の施業を一体的に行うことを目的

に、複数の森林所有者の森林をまとめるこ

と。 

森林文化 

森林の持つ多面的価値を前提にした、

県民一人一人の生涯を通じた森林や木材

との多様で豊かなかかわり。 

森林文化・森林環境教育指導者 

緑の少年隊の指導者、森林ボランティア

団体のリーダー、森林インストラクター、森

林セラピスト等、林業専業者以外で森林の

役割や重要性についての啓発を行う人。 

森林ボランティア 

自主的に森林づくり（森林整備）に参加

し、自らの責任において判断し、行動する

市民または市民グループの一員であり、そ

の活動を通して学んだことを広く市民に伝

えて、市民参加の森林づくりの輪を広げて

いく役割を担います。 
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森林・林業基本法 

森林の有する多面的機能の発揮、林業

の持続的かつ健全な発展を基本理念とす

る政策を国民的合意の下に進めていくた

め、その実現を図る基本的事項を定めた

法律。平成13 年7 月にそれまでの「林業

基本法」を改正して成立。 

森林・林業再生プラン 

今後10 年間を目途に、路網の整備、森

林施業の集約化及び必要な人材育成を

軸として、効率的かつ安定的な林業経営

の基盤づくりを進めるとともに、木材の安定

供給と利用に必要な体制を構築し、我が

国の森林・林業を早急に再生していくため

の指針。農林水産省が、平成21（2009）年

12 月に策定。 

生産林 

公益的機能の発揮に配慮しつつ、木材

生産を主体として資源の循環利用を行う

森林。 

生物多様性 

遺伝子、生物種、生態系のレベルで多

様な生物が共存していること。 

施業プランナー 

小規模森林所有者の森林を取りまとめ

て、森林施業の方針や施業の事業収支を

示した施業提案書を作成して森林所有者

に提示し、施業の実施に関する合意形成

を図るとともに、面的なまとまりをもった施

業計画の作成の中核を担う人材。 

全国森林計画 

全国森林計画は、農林水産大臣が、森

林・林業基本計画に即して、全国の森林

について、5 年ごとに15 年を一期としてた

てる、森林の整備・保全に対する国の基本

的な考え方や目標を長期的・広域的な視

点に立って明らかにする計画。「地域森林

計画」及び「国有林の地域別の森林計画」

の規範として機能するもの。 

造林 

人為的な方法で、目的に合わせて樹木

を植えること（植栽）。また、より広い意味で

は、植栽、保育、間伐などの総称。 

造林未済地 

人工林伐採跡地のうち、伐採後3 年以

上経過しても更新が完了していないもの。 

素材生産 

立木を伐採し、枝葉や梢端部分を取り

除き、丸太を生産すること。 

地域森林計画 

都道府県知事が、全国森林計画に即し

て、民有林について森林計画区別(158 計

画区) に5 年ごとに10 年を一期としてたて

る計画で、都道府県の森林関連施策の方

向及び地域的な特性に応じた森林整備及

び保全の目標等を明らかにするとともに、

市町村森林整備計画の策定に当たっての

指針となるもの。 

地球温暖化 

温室効果ガス（二酸化炭素、メタンなど

の気体）が大気中に増加することにより、地

表から放射される熱が吸収され、大気が暖

められ地球の気温が上昇すること。 

 

タ行 
 

治山事業 

荒れた山をもとの豊かな森林に戻したり

水源となっている森林を守り育てることで、

災害から人命や財産を守り、安全で住み

やすい生活環境づくりをする事業。 

天然林 

主として、天然の力によって成立した森

林。 

特用林産物 

林野から産出される木材以外の産物。う

るし、きのこ等。 

 

ハ行 
フォレスター 
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市町村森林整備計画の策定支援を通じ

て、地域の森林づくりの全体像を描くととも

に、市町村が行う行政事務の実行支援を

通じて、森林所有者等に対する指導等を

行う人材。 

保安林 

水源のかん養等特定の公共目的を達成

するため、農林水産大臣又は都道府県知

事によって指定される森林。伐採や土地の

形質の変更が制限される。 

保育 

植栽終了後、育成の対象となる樹木の

生育を促すために行う下刈り、除伐等の作

業の総称。 

本数調整伐 

森林全体の健全な成長を図るため、育

成単層林及び育成複層林の下木のうち不

用な樹木を伐採するもの。これによって保

残木の個体の成育を促すとともに、林内、

林床に適度の陽光を入れて、林床植生の

生育促進を図り、土壌緊縛力及び地表浸

食の防止効果を向上させることができる。 

 

マ 行 
 

「三重の木」認証制度 

木材が県産材（三重県内で育成された

木材）であることを証明するとともに、一定

の規格基準に適合した木材製品「三重の

木」を製材する工場と「三重の木」を積極

的に利用する建築業者・建築事務所・地

域ネットワークを認証する制度。 

緑の循環 

「木を植え、育て、収穫し、また植える」こ

とを繰り返し行うことにより、いつまでも健全

な森林を維持すること。 

緑の少年隊 

次代を担う子供たちが、緑と親しみ、緑

を愛し、緑を守り育てる活動を通じて、ふる

さとを愛し、そして人を愛する心豊かな人

間に育っていくことを目的とした、自主的な

団体。 

木質バイオマス 

森林で生育した樹木のことで、具体的に

は森林から伐り出した木材だけでなく、樹

木の枝葉、製材工場などの残廃材、建築

廃材などを含む。これをエネルギー源に用

いるとき、木質バイオマスエネルギーとい

う。 

 

ラ 行 
 

林業経営体 

林地の所有、借入などにより森林施業を

行う権原を有する、世帯、会社など。 

林業生産活動 

苗木の生産や造林などの森林を造成す

る育成活動、及び丸太やキノコなどの林産

物を生産する採取活動の総称。 

林業事業体 

他者からの委託又は立木の購入により

造林、伐採などの林内作業を行う森林組

合、素材生産業者など。 

林齢 

森林の年齢。人工林では、苗木を植栽

した年度を1年生とし、以降、2年生、3年

生と数える。 

齢級 

林齢を一定の幅でくくったもの。一般に

5年をひとくくりにし、林齢1～5年生をⅠ齢

級、6～ 10 年生をⅡ齢級と数える。 

路網 

造林、保育、素材生産等の施業を効率

的に行うためのネットワークであり、一般車

両の走行を想定する「林道」、10トン積みト

ラック等の林業用車両の走行を想定する

「林業専用道」、フォワーダ等の林業機械

の走行を想定する「森林作業道」に区分さ

れる。 
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